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　（注１）　本書中の「公開買付者」とは、マルハニチロ株式会社をいいます。

　（注２）　本書中の「対象者」とは、大都魚類株式会社をいいます。

　（注３）　本書中の記載において、計数が四捨五入又は切捨てされている場合、合計として記載される数値は計数の総

和と必ずしも一致しません。

　（注４）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の「令」とは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。）をいい

ます。

　（注６）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注７）　本書中の「本公開買付け」とは、本書提出に係る公開買付けをいいます。

　（注８）　本書中の「株券等」とは、株式に係る権利をいいます。

　（注９）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。

　（注10）　本書中の「営業日」とは、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号。その後の改正を含みま

す。）第１条第１項各号に掲げる日を除いた日をいいます。
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第１【公開買付要項】

１【対象者名】

大都魚類株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

普通株式

 

３【買付け等の目的】

(1）本公開買付けの概要

　公開買付者は、本書提出日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場第二部

に上場している対象者の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）1,029,168株（所有割合（注）：32.69％）

を直接所有し、また、公開買付者の子会社９社を通じて対象者株式555,000株（所有割合：17.63％）を間接的に所

有しており、合わせて対象者株式1,584,168株（所有割合：50.32％）を所有することにより、対象者を連結子会社

としております。なお、公開買付者の子会社が所有する対象者株式の内訳としては、公開買付者の完全子会社であ

る大洋エーアンドエフ株式会社が125,000株（所有割合：3.97％）、神港魚類株式会社が100,000株（所有割合：

3.18％）、株式会社マルハニチロ物流が90,000株（所有割合：2.86％）、広洋水産株式会社が40,000株（所有割

合：1.27％）、日本サイロ株式会社が40,000株（所有割合：1.27％）及び大京魚類株式会社が10,000株（所有割

合：0.32％）、並びに公開買付者の完全子会社ではない連結子会社である九州魚市株式会社が80,000株（所有割

合：2.54％）、九州中央魚市株式会社が40,000株（所有割合：1.27％）及び大東魚類株式会社が30,000株（所有割

合：0.95％）となっております。

（注）　「所有割合」とは、対象者が2020年１月31日に提出した第74期第３四半期報告書（以下「対象者第３四半

期報告書」といいます。）に記載された2019年12月31日現在の発行済株式総数（3,162,274株）から、対

象者が2020年１月30日に公表した「2020年３月期　第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」（以下

「対象者第３四半期決算短信」といいます。）に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数

（14,088株）を控除した株式数（3,148,186株）に対する割合をいい、小数点以下第三位を四捨五入して

おります。以下、所有割合の記載について同じとします。

 

　今般、公開買付者は、2020年３月30日付の取締役会決議により、対象者株式の全て（ただし、公開買付者が所有

する対象者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得し、対象者を公開買付者の完全子会社とする

ことを目的とする一連の取引（以下「本取引」といいます。）の一環として本公開買付けを実施することを決定い

たしました。

　公開買付者は、本公開買付けにおいて、買付予定数の下限を1,069,632株（所有割合：33.98％）としており、本

公開買付けに応募された株券等（以下「応募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限に満たない場

合には、応募株券等の全部の買付け等を行いません。なお、買付予定数の下限である1,069,632株（所有割合：

33.98％）は、対象者第３四半期報告書に記載された2019年12月31日現在の対象者の発行済株式総数（3,162,274

株）から、対象者第３四半期決算短信に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数（14,088株）を控除し

た株式数（3,148,186株）の３分の２に相当する株式数の１単元（100株）未満に係る数を切り上げた株式数

（2,098,800株）から、本書提出日現在、公開買付者が所有する対象者株式の数（1,029,168株）を控除した株式数

（1,069,632株）としております。一方、公開買付者は、対象者株式の全て（ただし、公開買付者が所有する対象

者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得し、対象者を公開買付者の完全子会社とすることを企

図しておりますので、本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておらず、応募株券等の数の合計が買

付予定数の下限（1,069,632株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付け等を行います。

　公開買付者は、本公開買付けにより対象者株式の全て（ただし、公開買付者が所有する対象者株式及び対象者が

所有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、本公開買付けの成立後に、下記「(4）本公開買付

け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、対象者の株主を公開買付者のみ

とするための一連の手続（以下「本スクイーズアウト手続」といいます。）を実施することを予定しております。
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　なお、対象者が2020年３月30日に公表した「支配株主であるマルハニチロ株式会社による当社株式に対する公開

買付けに係る意見表明及び応募推奨に関するお知らせ」（以下「対象者プレスリリース」といいます。）によれ

ば、対象者は、2020年３月30日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、対象者

の株主の皆様に対しては、本公開買付けへの応募を推奨する旨を決議したとのことです。かかる対象者の取締役会

決議の詳細については、対象者プレスリリース及び下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株

券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び

利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の「⑤　対象者における利害

関係を有しない取締役全員（監査等委員を含む。）の承認」をご参照ください。

 

(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

①　本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程

　公開買付者は、1943年３月、水産統制令により、捕鯨業、トロール漁業及び底曳網漁業を事業目的とした西大

洋漁業統制株式会社として設立され、設立に際して、同統制令に基づき、株式会社林兼商店の内地水産部門、大

洋捕鯨株式会社及び遠洋捕鯨株式会社の権利義務を承継しました。1945年３月に、現在の主力事業である水産物

及び農畜産物の製造、加工、販売業並びに冷蔵倉庫業を事業目的に追加し、これらの事業を開始しました。その

後、同年12月に西大洋漁業株式会社、次いで大洋漁業株式会社（以下「大洋漁業」といいます。）へと、さらに

1993年９月にマルハ株式会社へと商号変更をしました。2004年４月には、株式移転により、公開買付者の完全親

会社である株式会社マルハグループ本社（以下「マルハグループ本社」といいます。）が設立されました。ま

た、2007年10月には、マルハグループ本社は、自身を株式交換完全親会社、株式会社ニチロ（以下「ニチロ」と

いいます。）を株式交換完全子会社とする株式交換の方法によりニチロと経営統合し、その商号を株式会社マル

ハニチロホールディングスと変更しました。その後、公開買付者は、2008年４月に株式会社マルハニチロ水産に

商号を変更し、2014年４月には、株式会社マルハニチロホールディングス及びその子会社４社を吸収合併し、マ

ルハニチロ株式会社に商号を変更した上、その普通株式を東京証券取引所市場第一部に上場しました。公開買付

者グループ（公開買付者並びに対象者を含むその子会社及び関連会社により構成される企業集団をいいます。以

下同じとします。）は、本書提出日現在、公開買付者、連結子会社76社、非連結子会社20社（うち、持分法適用

子会社２社）及び関連会社56社（うち、持分法適用関連会社25社）により構成されており、漁業・養殖事業、商

事事業、海外事業、加工事業、物流事業を主な事業としています。

　公開買付者グループは、「私たちは誠実を旨とし、本物・安心・健康な『食』の提供を通じて、人々の豊かな

くらしとしあわせに貢献します」をグループ理念と定め、グループ理念の実践を通じて、社会への責任を果たす

とともに、以下のグループビジョンの実現を目指しております。

・地球環境に配慮し、世界の『食』に貢献する21世紀のエクセレントカンパニーを目指します。

・お客様の立場に立ち、お客様にご満足いただける価値創造企業を目指します。

・持続可能な『食』の資源調達力と技術開発力を高め、グローバルに成長を続ける企業を目指します。

 

　また、公開買付者グループは、長期経営ビジョンとして「10年後のありたい姿」を「グローバル領域で「マル

ハニチロ」ブランドの水産品、加工食品を生産販売する総合食品会社」と定義し、長期経営ビジョンの実現に向

けた最初の４年間となる2018年度から2021年度までを実行期間とする中期経営計画「Innovation toward 2021」

（注）（以下「公開買付者中期経営計画」といいます。）を策定しております。当該中期経営計画では、「企業

価値の向上と持続的成長」を基本方針として、①収益力の更なる向上、②成長への取り組み、③経営基盤の強化

の三つの経営戦略に取り組んでおります。

（注）　公開買付者中期経営計画の詳細につきましては、2018年３月５日付開示資料「マルハニチログループ　

中期経営計画『Innovation toward 2021』、サステナビリティ中長期経営計画および新コーポレートブ

ランド戦略について」、「マルハニチログループ　中期経営計画『Innovation toward 2021』」及び

「マルハニチログループ　サステナビリティ中長期経営計画」をご参照ください。

 

　一方、対象者は、公開買付者（当時の大洋漁業）の漁獲物、水産製・商品の販売を受託することを目的に、東

京都公認複数制卸売機関の一社として1947年10月に設立されました。対象者株式は、1962年12月に東京証券取引

所市場第二部に上場され、公開買付者は、1978年１月期に対象者株式9,077,450株（当時の所有割合：45.39％）

を所有するに至り、対象者を子会社としました。その後、公開買付者は、1986年１月期に新株発行の引受けによ

り対象者株式2,269,362株を取得し、1988年１月期には北海道漁業公社より対象者株式250,000株を取得する等し

た後、1994年３月期に新株引受権行使により対象者株式373,554株を取得するとともに、公開買付者の子会社を

主な相手方として対象者株式3,450,554株を売却し、所有する対象者株式の数は8,519,687株（当時の所有割合：

29.92％）となりました。また、公開買付者は、1995年３月期に新株引受権行使により対象者株式1,895,407株を

取得するとともに対象者株式401,407株を売却し、1997年３月期に新株引受権行使により対象者株式729,864株を

取得するとともに対象者株式1,001,864株を売却し、さらに、2002年５月に大洋真珠株式会社から300,000株を、

2005年３月に塩水港精糖株式会社から250,000株を、いずれも譲渡により取得し、対象者株式10,291,687株（当
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時の所有割合：32.55％）を所有するに至りました。その後、2017年10月１日に対象者が対象者株式10株を１株

の割合による株式併合を実施したことから、本書提出日現在の公開買付者の対象者株式の所有株式数1,029,168

株（所有割合：32.69％）に至っております。

　対象者グループ（対象者並びにその子会社及び関連会社により構成される企業集団をいいます。以下同じとし

ます。）は、本書提出日現在、対象者、連結子会社２社、非連結子会社１社及び関連会社３社（うち、持分法適

用関連会社１社）から構成され、水産物の卸売業、水産物の加工及び販売を主な事業内容として、更に各事業に

関連する物流事業を行っております。

　対象者グループは、創業72年の継承すべき良き伝統を活かしつつ、時代と環境に適応する変革により、また、

公開買付者グループも含めたネットワークを活かすことにより、収益力の強化、財務体質の強化を目指しており

ます。具体的には、集荷・販売強化のための営業力強化、企業の根幹である人材の育成とその活用、収益改善を

サポートするための経費削減といった課題に対処するために各種委員会等にて活動を進めております。

　しかしながら、対象者グループを含む公開買付者グループが属する我が国の水産業界を取り巻く事業環境は、

①国内漁業生産量の減少、②国内魚介類消費量の低下、③取引チャネルの多様化、④流通の高度化等により、厳

しい状況が続くものと考えております。すなわち、①新興国における個人所得の増加や健康意識の高まりととも

に世界の水産物需要が伸長傾向にある一方、供給面では、養殖生産量こそ増加しているものの、天然水産資源の

減少に伴う漁獲量の国際的管理の強化等により、全世界での水産資源は持続的に拡大していく余地が少ない状態

にあります。そうした中、国内における水産資源生産量も減少傾向にあり、実際に2017年度までの10年間で国内

漁業生産量（養殖生産量を含みます。）は約25％減少しております（農林水産省「水産白書」）。また、漁業就

業人口の減少も顕著であることから、今後も国内漁業生産量の減少傾向は一層深刻化するものと想定されており

ます。また、②需要面に目を向けると、国内魚介類消費量が急速に減少しています。食生活の西洋化や多様化に

伴って魚介類の一人当たり消費量は2017年度までの10年間で約24％減少していること（農林水産省「食糧需給

表」）に加えて、少子化による国内人口減少もあって、国内水産物需要は一貫して減少傾向にあります。さら

に、③流通の発展やITシステムの普及・高度化等により産地と顧客の市場を介さない直接取引も拡大しており、

それに伴い水産物取引の市場経由率は、近年下げ止まり感はあるものの長期的には漸減傾向にあることに加え、

2020年６月21日に施行が予定されている卸売市場法（昭和46年法律第35号。その後の改正を含みます。以下「卸

売市場法」といいます。）の改正によって、「第三者販売の禁止（現在、卸売業者は、卸売市場に入場する仲卸

業者や売買参加者以外の者への卸売を禁止されております。）」や「直荷引きの禁止（現在、仲卸業者は、卸売

業者以外からの直接仕入れを禁止されております。）」が廃止されるといった卸売市場の根幹に係わる取引規制

の緩和が実施されることで、更なる水産物流通の多様化も予想されるなど流通構造の変化といった外部環境の大

きな変化にも直面しております。加えて、④卸売事業者として商品供給力を高め、多様な顧客のニーズに応えて

いくためには、例えば、イーコマース等に対応した受発注・デリバリー・請求・在庫管理・顧客管理等を一体的

に行うことができる販売関連のシステムといったIT分野への継続的・積極的な投資も必須でありますが、これら

の設備投資費用は一般に高額になることもあって、財務面で水産物卸売事業者の経営を圧迫する要因となってお

ります。

　このような事業環境の下、公開買付者グループは、上記の公開買付者中期経営計画において、対象者を含む商

事事業（荷受ユニット）について、公開買付者グループの中核事業の一つとして掲げ、その更なる成長のため

に、現在、国内外における水産物を中心としたバリューチェーンの拡充による持続的な成長への取り組みを進め

るとともに、公開買付者グループの強みでもある水産・食品それぞれの枠組みを超えたバリューチェーンを活か

した収益の最大化を目指すべく、ビジネスモデルの再構築を進めております。とりわけ対象者においては、最大

消費地である首都に拠点を置くことから、公開買付者グループの商事事業（荷受ユニット）において重要な役割

を担っていると考えております。その一方で、流通構造の変化により、卸売市場は、従来の中核機能である集分

荷機能の維持のみならず、市場機能を持続可能でかつ品質面の安全安心を担保可能な効率的流通システムに転換

していくことが社会的にも強く求められていると考えております。そのため、公開買付者としては、公開買付者

グループの商事事業（荷受ユニット）において競争優位性を維持・向上させていくためには、当該事業で重要な

役割を担う対象者グループが、公開買付者グループを含めたグループネットワークをより一層活かし、営業力及

び人材育成の強化を進め、より積極的な収益改善策を早期に実行していくことが不可欠であると考えておりま

す。

　公開買付者と対象者は、これまでも、水産物卸売市場業界を取り巻く事業環境の変化に対応すべく、親会社と

子会社という関係のもとで、公開買付者グループの販売ネットワークを対象者が活用し、また、公開買付者グ

ループの調達品を対象者グループが加工・販売するなど一定の連携を図ってまいりましたが、上場会社として独

立した立場から事業運営を行うべき立場にある対象者との連携には、親会社である公開買付者と対象者の少数株

主との間の利益相反の問題が伴い、公開買付者及び対象者それぞれの経営資源、ノウハウ等を効率的かつ積極的

に相互に活用すること等に一定の限界があることも否定できず、公開買付者としては、上記の環境変化のスピー

ドに対応するためには、このような制限にとらわれることなく、より一層の連携強化が不可欠であると認識して

おります。そのためには、両社共通の目的実現に向けて、一体となった中長期的な視点での柔軟な経営戦略の立

案、そしてスピーディな遂行が必要となります。しかし、こうした経営戦略に基づく施策の中には、関係者の利

害調整に時間を要するものや、長期的には両社の企業価値の向上に資するものであっても、短期的には、人材も
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含めた経営資源の柔軟な相互活用や事業戦略上必要とされる投資負担、あるいはサプライチェーン上の役割等に

よっては、両社の利益配分が対象者の経営成績や財務状態の悪化につながるものが含まれる可能性が否定できま

せん。この点に関しては、対象者が上場会社である以上、少数株主の皆様の利益のため、対象者の安定的な利益

にも配慮する必要があり、両社の更なる連携強化の制約になっているものと認識しております。

　また、公開買付者は、2019年11月下旬より、経済産業省が2019年６月に策定した「グループ・ガバナンス・シ

ステムに関する実務指針」を踏まえ、対象者を上場子会社として維持することについて、対象者グループの水産

物卸売事業が対象者グループを除く公開買付者グループの事業と整合しているか等、公開買付者グループの企業

価値の最大化や資本効率性の観点から、その合理性についても併せて検証を行ってまいりました。

 

　これらの検討の結果、2019年12月中旬、公開買付者としては、対象者を上場子会社として維持することの合理

性も踏まえた上、上記の課題に対処していくためには、対象者が上場会社であることによる制約を受けずに、対

象者グループを含む公開買付者グループの経営戦略を遂行していくことが望ましいと考えるに至りました。あわ

せて、対象者を非公開化し対象者の上場維持に伴う負担を解消し、コスト削減を実現することにより対象者の経

営の効率化も図ることができると考え、本取引により対象者を完全子会社化することが、対象者グループを含む

公開買付者グループの企業価値向上に資するものと判断しました。

　具体的には、公開買付者は、本取引を通じて対象者を完全子会社化し、より強固な資本関係のもとで一体経営

を行うことにより、対象者が上場会社である場合には実現することが困難であった、下記(ⅰ)乃至(ⅳ)の施策を

一層進展させていきたいと考えております。

（ⅰ）グループ水産物サプライチェーンの再構築を通じた相互の企業価値最大化

　対象者グループを含む公開買付者グループの荷受ユニット各社が持つ市場本来の集分荷機能と、公開買付

者グループが国内外で展開する生産・加工・販売ネットワーク機能を、最終消費者を含むあらゆるレベルの

顧客ニーズに応じて、適宜組み合わせることで、原料調達から最終製品までの一気通貫のサービスを提供す

ることが可能となります。こうしたサービスの実現により、寡占化が今後益々進むことが予想される業界内

において、大口顧客の求める供給ボリュームや品質保証レベルへの対応や公開買付者グループの扱う独自性

の高い養殖魚なども活用したサービス等の他社が容易に真似の出来ないサービスの提供が可能になるものと

考えており、結果として、相互の企業価値最大化を図ることが可能になるものと考えております。

　なお、こうした施策に高い競争優位性を持たせていくためには、公開買付者と対象者が名実ともに一つの

事業体として行動し、内部の利害調整に余計な時間、エネルギーを費やすことなく、何よりも顧客に対し

て、スピード感・一体感を持ち、同時に経済合理性の高い取り組みとして顧客価値の最大化を実現していく

ことが重要になります。この点、同一グループ内における施策とはいえ、対象者が上場会社である以上、少

数株主の利益に対する十分な配慮が不可欠となることから、結果として目指すべき一体化を完全に実現する

ことができないため、対象者が上場会社のままでは期待するような競争優位性の獲得が困難とならざるを得

ないものと考えております。

 

（ⅱ）両社の経営資源・ノウハウの相互活用の最大化

　事業基盤、財務基盤、及び事業ノウハウ等の経営資源の制限のない相互活用を進めることにより、機能面

の重複を排除した効率的な事業運営や資金面の効率的運用、更にはノウハウの共有による顧客戦略のよりス

ピーディかつ柔軟な立案・遂行が可能になるものと確信しており、対象者グループを含む公開買付者グルー

プの企業価値の最大化を実現することができると考えております。

 

（ⅲ）意思決定の迅速化

　いわゆる親子上場による対象者の支配株主である親会社と一般株主の間には潜在的な利益相反の関係があ

ると考えられているため、対象者の意思決定にあたっては、対象者の一般株主の利益に配慮する必要がある

等、親会社によるガバナンスに様々な制約が課せられるため、現状、公開買付者と対象者との間では、共通

の経営戦略の推進に相応の時間、プロセスを要しています。公開買付者は、本取引を通じて対象者を完全子

会社化することにより、当該制約を解消し、対象者グループを含む公開買付者グループの経営戦略における

意思決定の迅速化を図ってまいります。
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（ⅳ）人材配置の最適化

　公開買付者グループ及び対象者グループの枠を超えた人的交流をより一層促進するため、積極的かつ戦略

的な人的交流を実現し、グループとして最適な人材育成、配置を図ることで、企業価値の向上を実現してま

いります。

 

　公開買付者は、2019年12月中旬、公開買付者及び対象者を含む公開買付者グループから独立したファイナン

シャル・アドバイザー及び第三者算定機関としてみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）を、

リーガル・アドバイザーとして森・濱田松本法律事務所をそれぞれ選任の上、本取引に関する具体的な検討を開

始しました。そして、公開買付者は、2019年12月下旬、対象者に対して本取引に関する協議を開始したい旨の意

向を伝え、2019年12月下旬、対象者から協議を開始する旨の報告を受けた上で対象者との間で本取引に向けた協

議・交渉を開始し、2020年２月21日に本取引に関する提案書（以下「本提案書」といいます。）を提出しまし

た。公開買付者は、本提案書の提出以降、対象者との間で、本公開買付けを含む本取引の意義及び目的、本取引

後の経営体制・事業方針を含め、本取引の是非及び本取引における諸条件等についての協議・交渉を複数回にわ

たって重ねてきました。

　具体的には、公開買付者は、対象者から本取引に関する協議を開始する旨の報告を受けた2019年12月下旬以

降、対象者との間で、本公開買付けを含む本取引の意義及び目的等に関するより詳細な協議・検討や、本取引後

の経営体制・事業方針、本取引における諸条件等についての協議・検討を複数回にわたって重ねてまいりまし

た。

　本公開買付けにおける対象者株式１株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）につ

いては、公開買付者は、2020年３月６日、対象者に対して本公開買付価格を1,160円とすることを提示する旨の

提案書を対象者に提出いたしましたが、本公開買付価格に対して、対象者は、2020年３月12日、対象者の少数株

主にとって十分な価格に達しているとは判断できなかったとして、本公開買付価格の再検討を公開買付者に要請

しました。その後、公開買付者は、対象者から提案内容の再検討を要請されたことを踏まえ、2020年３月17日に

本公開買付価格を1,200円とする旨の提案を行いましたが、対象者から、妥当な価格に達していないとして、提

案内容の再検討が要請されたため、2020年３月23日に本公開買付価格を1,225円とする旨の提案を行いました。

そして、当該協議・交渉の結果、公開買付者と対象者は、2020年３月27日、本公開買付価格を1,225円とするこ

とで合意に至りました。

　これらの協議・交渉の結果、公開買付者及び対象者は、対象者を公開買付者の完全子会社とすることが公開買

付者及び対象者を取り巻く事業環境の変化に対応し、両社の企業価値向上に資する最善の方策であるとの考えで

一致したことから、公開買付者は、2020年３月30日付の取締役会決議により、本公開買付価格を1,225円とし

て、本公開買付けを実施することを決定しました。

 

②　対象者における意思決定の過程及び理由

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、上記「①　本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及

び意思決定の過程」に記載のとおり、2019年12月下旬、公開買付者から本取引に関する協議を開始したい旨の意

向を受けたことを受け、2020年１月上旬に、本取引に関して検討するにあたり、本公開買付価格の公正性その他

本公開買付けを含む本取引の公正性を担保すべく、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として

トラスティーズ・アドバイザリー株式会社（以下「トラスティーズ」といいます。）を、リーガル・アドバイ

ザーとしてTMI総合法律事務所を、それぞれ選任するとともに、さらに特別委員会（特別委員会の詳細について

は、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算

定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開

買付けの公正性を担保するための措置）」の「④　対象者における独立した特別委員会の設置及び答申書の取

得」をご参照ください。）を2020年１月27日に設置したとのことです。

　なお、公開買付者から対象者に対して本取引に関する協議を開始したい旨の意向を伝えられた後、対象者は

2020年１月30日に「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表し、2020年３月期通期連結業績予想数値の下方修

正（以下「当業績修正」といいます。）を行っております。当業績修正は、冷凍マグロや鮭鱒の取扱数量の減

少、サンマをはじめとする鮮魚類の漁場の変動や天候不順・災害等による調達環境の悪化に伴う取扱数量の減

少、並びに取扱単価の低下により、売上高が大幅な減収となる見込みであることから発生したものであり、本取

引と当業績修正は何ら関連性はないとのことです（当該業績予想の修正の内容につきましては、対象者が2020年

１月30日付けで公表した「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。）。

　その後、対象者は、トラスティーズ及びTMI総合法律事務所の助言を受けながら、公開買付者との間で、本取

引の意義及び目的、本取引後の経営体制・事業方針を含め、本取引の是非及び本取引における諸条件等について

の協議・交渉を開始し、また、2020年２月21日には公開買付者から本提案書の提出を受けたことも受け、公開買

付者との間で複数回にわたって協議・交渉を重ねたとのことです。

　そして、対象者の取締役会は、2020年３月27日にトラスティーズから取得した対象者株式の株式価値算定書

（以下「対象者株式価値算定書」といいます。）、TMI総合法律事務所から得た法的助言、2020年３月27日に特
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別委員会から提出を受けた答申書その他の関連資料等を踏まえ、本取引に関する諸条件について、慎重に協議・

検討を行ったとのことです。

　その結果、対象者は、以下のとおり、判断するに至ったとのことです。

（ⅰ）本取引の実行の是非

　対象者グループを取り巻く厳しい事業環境を踏まえれば、対象者として、将来にわたって水産物卸売市場

において引き続き水産物卸売事業者としての責務を果たし、対象者の企業価値を向上していくためには、

(a)国内外の水産物の安定的な調達、(b)潜在的な顧客ニーズに応えた取扱商品の多様化・加工水産食品の拡

充、(c)国内外の販売網・流通網の拡大及び多様化の実現、(d)ITシステム投資の一層の拡充、(e)急激な事

業環境変化に耐え得る人材の育成を実現するための施策の実施が急務であると考えられるとのことです。そ

して、これらの施策を着実に実施していくには国内外の事業者とのネットワークや、短期的な業績悪化に耐

え得る確固たる財務基盤が必須であり、連結親会社の公開買付者及びそのグループ企業との連携を強化し、

公開買付者グループが保有する各種資源と資産を、積極的に活用することによって、以下のとおり、これら

の施策の実施が実現可能と考えられるとのことです。

(a）国内外の水産物の安定的な調達

　世界約70ヶ国から多様な水産物を調達する水産物サプライヤーである公開買付者グループを通じて、国

内外の水産物生産者とのネットワークを強化することが可能となり、各種水産物の継続的かつ安定的な調

達が可能となるとのことです。

 

(b）潜在的な顧客ニーズに応えた取扱商品の多様化・加工水産食品の拡充

　加工食品、養殖水産物や海外で調達した水産物、豊洲市場以外で取り扱われている水産物等の取扱いを

増やすことにより、従前からの対象者の取扱商品のみでは取り込むことのできなかった顧客の潜在的な需

要を掘り起こしていくことで、減少傾向にある対象者グループの水産物取扱数量へ対応していくことが必

要であるところ、公開買付者グループの水産加工場の加工製品の取扱いの拡大や豊洲市場以外の中央卸売

事業を営む公開買付者グループとの連携を通じて、取扱商品の多様化・拡大が可能となるとのことです。

 

(c）国内外の販売網・流通網の拡大及び多様化の実現

　国内外の販売網・流通網の強化によって、取引チャネルの多様化を図ることで、多様化する顧客ニーズ

に十分に応えることができずに従前は獲得することが難しかった顧客を獲得していく体制が必要であると

ころ、公開買付者の国内コールドチェーン（冷蔵庫・輸配送）による物流サービス体制や国内外の公開買

付者グループの販売網を利用した新たな取引チャネルの構築により、販売網・流通網の拡大及び多様化が

可能となるとのことです。

 

(d）ITシステム投資の一層の拡充

　公開買付者のITシステム（受注システム、情報提供サービス、請求システム等）、品質管理その他可能

な業務の共通化等、対象者グループの財務状況を踏まえると、単独での投資額としては負担が過大とな

り、また、対象者グループの人的リソースの観点からも単独での対応が難しかった、既存の市場を経由し

た取引を前提にした業務体系から、例えば、イーコマース等を用いた小売店との直接取引等の取引チャネ

ルの多様化にも対応できるよう、時代に即した業務体系への更新（最新化対応）が可能となると考えてお

り、これによって、既存の対象者グループの人的物的経営資源では対応することが難しかった取引が可能

になるほか、業務効率の改善も期待できるとのことです。

 

(e）急激な事業環境変化に耐え得る人材の育成

　役職員の人事交流の活性化や公開買付者グループの人材育成プログラムを通じて、急激な事業環境変化

に耐え得る人材育成の促進が期待できるとのことです。

 

　そして、上記施策を実施し、対象者の企業価値を継続的に向上させていくためには、公開買付者グループ

と対象者グループとの間におけるこれまで以上の積極的な連携を行い、両社グループが一体となって、中長

期的な視点での経営戦略の立案・遂行を通じて、グループ利益の最大化を図っていく必要があり、(a)その

過程においては、上記施策の中には、取扱商品の多様化に際しては積極的な施策として対象者における取扱

い経験の乏しい商品の拡充を図ることも含まれることのほか、公開買付者のITシステム、品質管理その他可

能な業務の共通化に際して一時的に必要となる投資を伴うなど、対象者グループの既存の事業構造に大きな

影響を与える抜本的な施策・投資等が想定され、短期的には対象者の経営成績や財務状態の悪化につながる

可能性があるものも含まれ、対象者が上場会社である状態では、短期的には少数株主の皆様に不利益を被ら

せてしまう可能性も否定できないこと、(b)急激な事業環境の変化に迅速に対応していく形で上記施策を実

施していくためには対象者としての迅速な意思決定体制を構築することが不可欠であること、(c)公開買付

者グループとの間の水産物の調達に関する取引、対象者グループの取扱商品の拡大に向けた取引、公開買付

者グループの国内外の販売網・流通網を利用するに際して必要となる取引、公開買付者グループのITシステ
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ム等の利用に関する取引等の取引関係を含む、公開買付者グループとの間の連携の強化に伴い、対象者の親

会社である公開買付者と対象者の少数株主との間の利益相反の問題がこれまで以上に顕在化することとなる

ものの、対象者が公開買付者の完全子会社となれば、利益相反の問題を回避しつつ、上記施策を迅速に実施

していくことが可能となること、(d)対象者が公開買付者の完全子会社となることにより、公開買付者と一

体として企業信用力及び財務基盤の更なる向上が期待できることから、対象者が公開買付者の完全子会社と

なることが、対象者の企業価値向上に資する最善の方策であると判断したとのことです。

 

（ⅱ）本公開買付価格

　本公開買付価格は、(a)対象者株式価値算定書に基づく算定結果のうち、市場株価法及び類似公開会社比

準法の算定結果の上限値を超え、また、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「DCF法」とい

います。）の算定結果の中間値を超える金額であること、(b)本公開買付けの公表日の前営業日である2020

年３月27日を基準日として、基準日の直近取引成立日である2020年３月26日の対象者株式の東京証券取引所

市場第二部における終値825円に対して48.48％（小数点以下第三位を四捨五入。以下、株価に対するプレミ

アムの数値（％）において同じとします。）、基準日までの直近１ヶ月間の終値単純平均値842円（小数点

以下を四捨五入。以下、終値単純平均値の計算において同じとします。）に対して45.49％、基準日までの

直近３ヶ月間の終値単純平均値932円に対して31.44％、基準日までの直近６ヶ月間の終値単純平均値942円

に対して30.04％のプレミアムをそれぞれ加えた金額であって、公開買付けを利用した支配株主による完全

子会社化事例における平均的なプレミアム水準に比して合理的な水準のプレミアムが付された価格であると

いえること、(c)近時のコロナウイルスの世界的な感染拡大を契機として、対象者株式の市場株価は過去

１ヶ月間に大幅に下落し、対象者の取り扱う水産物の大口販売先である外食産業の需要も急激かつ大幅に落

ち込み、その後回復の糸口がいまだ見えないものの、下落の影響が少ない直近の６ヶ月間のプレミアム水準

でも相応のプレミアムが付されていると考えられること、加えて、コロナウイルスの影響が現実にある環境

を鑑みて合理的な水準のプレミアムが付された価格であるといえること、(d)下記「４　買付け等の期間、

買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付

価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保す

るための措置）」に記載の利益相反を解消するための措置が採られており、少数株主の利益への配慮がなさ

れていると認められること、(e)本公開買付価格の決定過程においては、対象者は、公開買付者と対象者と

の間における本取引に係る協議・交渉の経緯及び内容等につき特別委員会に対して適時に報告を行い、特別

委員会を都度開催して方針等を協議した上で、複数回にわたり対象者と公開買付者との間で協議を行うなど

して、特別委員会を公開買付者との交渉過程に関与させたうえで、公開買付者から1,225円という最終的な

提案を受けるに至っており、対象者として、少数株主に不利益とならないよう誠実に協議・交渉をした結果

として得られた価格であると考えられることを踏まえ、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して合理

的なプレミアムを付した価格での株式売却の機会を提供するものであると判断したとのことです。

　なお、本公開買付価格は、対象者の2019年12月31日現在の簿価純資産から算出した１株当たり純資産額を

下回っているものの、簿価純資産価格は、対象者が継続的に存続することを前提として対象者が保有する資

産等について会計原則に基づいて評価したものに過ぎず、対象者の保有する資産の交換価値とは全く関連性

はなく、転用が困難で売却が望めない有形固定資産や在庫品等や、交換価値のない繰延税金資産等が含まれ

ているほか、万が一対象者を清算する場合には清算のための多額の追加的なコストが発生することに加え、

純資産額が継続会社の価値を示すものではないことを踏まえると、継続企業である対象者の企業価値を算定

するにあたって純資産法を採用することは合理的ではない旨のアドバイスを対象者のファイナンシャル・ア

ドバイザー及び第三者算定機関であるトラスティーズより受けており、対象者はかかるトラスティーズのア

ドバイスは合理的と判断したとのことです。

 

③　本公開買付け後の経営方針

　公開買付者は、本取引により対象者を公開買付者の完全子会社とすることで、対象者グループを含む公開買付

者グループ内の連携を加速させるとともに意思決定を迅速化し、更なる企業価値向上に向けた経営を継続する方

針であり、本公開買付け後も対象者グループの事業特性、対象者グループの強みを十分に活かした経営を行い、

対象者事業の強化を図ってまいります。なお、本書提出日現在、対象者の取締役12名のうち１名が公開買付者の

従業員を兼職しておりますが、本公開買付け後の対象者の経営体制については、現在の経営体制を尊重すること

を基本とし、現時点で役員の追加派遣等は予定しておりません。
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(3）本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を

担保するための措置

　公開買付者及び対象者は、本書提出日現在、公開買付者が対象者を連結子会社としており、公開買付者が対象者

の支配株主となっているところ、本取引が支配株主との重要な取引等に該当し、また、対象者の取締役12名のうち

１名が公開買付者の従業員を兼職していることから、対象者における本取引の検討において構造的な利益相反状態

が生じ得ることに鑑み、本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本

公開買付けの公正性を担保するための措置として、それぞれ以下の措置を実施しております。

　なお、公開買付者は、上記「(1）本公開買付けの概要」に記載のとおり、本書提出日現在、公開買付者の子会社

を通じた間接所有分を含めて対象者株式1,584,168株（所有割合：50.32％）を所有しているため、本公開買付けに

おいていわゆる「マジョリティ・オブ・マイノリティ」（majority of minority）の買付予定数の下限を設定する

と、本公開買付けの成立を不安定なものとし、かえって本公開買付けに応募することを希望する一般株主の皆様の

利益に資さない可能性もあるものと考え、本公開買付けにおいて、いわゆる「マジョリティ・オブ・マイノリ

ティ」（majority of minority）の買付予定数の下限は設定しておりませんが、公開買付者及び対象者において以

下の①乃至⑦の措置を講じていることから、対象者の少数株主の利益には十分な配慮がなされていると考えており

ます。

　また、以下の記載のうち、対象者において実施した措置に関する記載については、対象者から受けた説明に基づ

くものです。

①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

③　対象者における独立した法律事務所からの助言

④　対象者における独立した特別委員会の設置及び答申書の取得

⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含む。）の承認

⑥　取引保護条項の不存在

⑦　対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについて適切に判断を行う機会を確保するための措置

 

　以上の詳細については、下記「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付

け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するため

の措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。

 

(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

　公開買付者は、上記「(1）本公開買付けの概要」に記載のとおり、本公開買付けにより対象者株式の全て（ただ

し、公開買付者が所有する対象者株式及び対象者が所有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合に

は、本公開買付けの成立後、以下の方法による本スクイーズアウト手続を実施することを予定しております。

　具体的には、本公開買付けの成立により、公開買付者が所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議

決権の数の90％以上となり、公開買付者が会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下「会社

法」といいます。）第179条第１項に規定する特別支配株主となる場合には、本公開買付けの決済の完了後速やか

に、会社法第２編第２章第４節の２の規定に基づき、対象者の株主（公開買付者及び対象者を除きます。）の全員

（以下「売渡株主」といいます。）に対し、その所有する対象者株式の全部を売り渡すことを請求（以下「株式売

渡請求」といいます。）する予定です。株式売渡請求においては、対象者株式１株当たりの対価として、本公開買

付価格と同額の金銭を売渡株主に対して交付することを定める予定です。この場合、公開買付者は、その旨を対象

者に通知し、対象者に対し株式売渡請求の承認を求めます。対象者がその取締役会の決議により株式売渡請求を承

認した場合には、関係法令の定める手続に従い、対象者の株主の個別の承諾を要することなく、公開買付者は、株

式売渡請求において定めた取得日をもって、売渡株主の全員からその所有する対象者株式の全部を取得します。こ

の場合、売渡株主がそれぞれ所有していた対象者株式１株当たりの対価として、公開買付者は、当該各売渡株主に

対し、本公開買付価格と同額の金銭を交付する予定です。なお、対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役

会は、公開買付者より株式売渡請求がなされた場合には、かかる株式売渡請求を承認する予定とのことです。

　株式売渡請求に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定としては、会社法第179条の８その他

の関係法令の定めに従って、売渡株主の皆様は、裁判所に対して、その所有する対象者株式の売買価格の決定の申

立てを行うことができる旨が会社法上定められています。なお、上記申立てがなされた場合の対象者株式の売買価

格は、最終的には裁判所が判断することになります。

　他方で、本公開買付けの成立後、公開買付者が所有する対象者の議決権の合計数が対象者の総株主の議決権の数

の90％未満である場合には、公開買付者は、会社法第180条に基づき、対象者株式の併合を行うこと（以下「株式

併合」といいます。）及び株式併合の効力発生を条件として単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行

うことを付議議案に含む臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）を開催することを、本公開買付け

の決済の完了後速やかに対象者に要請する予定です。なお、公開買付者は、本臨時株主総会において上記各議案に
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賛成する予定です。また、本書提出日現在においては、本臨時株主総会の開催日は、2020年７月頃を予定していま

す。

　本臨時株主総会において株式併合の議案についてご承認をいただいた場合には、株式併合がその効力を生ずる日

において、対象者の株主は、本臨時株主総会においてご承認をいただいた株式併合の割合に応じた数の対象者株式

を所有することとなります。株式併合により株式の数に１株に満たない端数が生じるときは、端数が生じた対象者

の株主の皆様に対して、会社法第235条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に

１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。以下同じです。）に相当する対象者株式を対

象者又は公開買付者に売却すること等によって得られる金銭が交付されることになります。当該端数の合計数に相

当する対象者株式の売却価格については、当該売却の結果、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主の皆様

（公開買付者及び対象者を除きます。）に交付される金銭の額が、本公開買付価格に当該株主の皆様が所有してい

た対象者株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定した上で、裁判所に対して任意売却許可の申立てを行うよう

対象者に要請する予定です。また、対象者株式の併合の割合は、本書提出日現在において未定ですが、公開買付者

は、対象者に対して、公開買付者が対象者株式の全て（ただし、対象者が所有する自己株式を除きます。）を所有

することとなるよう、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主の皆様（公開買付者及び対象者を除きま

す。）の所有する対象者株式の数が１株に満たない端数となるように決定するよう要請する予定です。対象者プレ

スリリースによれば、対象者は本公開買付けが成立した場合には、公開買付者によるこれらの要請に応じる予定と

のことです。

　株式併合に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定としては、株式併合により株式の数に１株

に満たない端数が生じるときは、会社法第182条の４及び第182条の５その他の関係法令の定めに従って、対象者の

株主の皆様（公開買付者及び対象者を除きます。）は、対象者に対してその所有する株式のうち１株に満たない端

数となるものの全部を公正な価格で買い取ることを請求することができる旨及び裁判所に対して対象者株式の価格

決定の申立てを行うことができる旨が会社法上定められています。

　上記のとおり、株式併合においては、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主の皆様（公開買付者及び対

象者を除きます。）の所有する対象者株式の数は１株に満たない端数となる予定ですので、株式併合に反対する対

象者の株主の皆様（公開買付者及び対象者を除きます。）は、上記申立てを行うことができることになる予定で

す。なお、上記申立てがなされた場合の対象者株式の買取価格は、最終的には裁判所が判断することとなります。

 

　上記の株式売渡請求及び株式併合の各手続については、関係法令についての改正、施行、当局の解釈等の状況等

によっては、実施の方法及び時期に変更が生じる可能性があります。ただし、その場合でも、本公開買付けに応募

されなかった対象者の株主の皆様（公開買付者及び対象者を除きます。）に対しては、最終的に金銭を交付する方

法が採用される予定であり、その場合に当該各株主に交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該各株

主が所有していた対象者株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定される予定です。以上の場合における具体的

な手続及びその実施時期等については、対象者と協議の上、決定次第、対象者が速やかに公表する予定です。な

お、本公開買付けは、本臨時株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切ありません。ま

た、本公開買付けへの応募又は上記の各手続における税務上の取扱いについては、対象者の株主の皆様において自

らの責任にて税理士等の専門家にご確認いただきますようお願いいたします。

 

(5）上場廃止となる見込みがある旨及びその理由

　対象者株式は、本書提出日現在、東京証券取引所市場第二部に上場されていますが、公開買付者は本公開買付け

において買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、東京証券取引所の上場廃止基準

に従い、対象者株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの成立時点では

当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けの成立後に、上記「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわ

ゆる二段階買収に関する事項）」に記載された本スクイーズアウト手続が実行された場合には、対象者株式は、東

京証券取引所の上場廃止基準に該当し、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、対象者株式

を東京証券取引所において取引することはできません。
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(6）本公開買付けに係る重要な合意に関する事項

　公開買付者は、本書提出日現在、公開買付者の完全子会社である大洋エーアンドエフ株式会社（所有株式数：

125,000株、所有割合：3.97％）、神港魚類株式会社（所有株式数：100,000株、所有割合：3.18％）、株式会社マ

ルハニチロ物流（所有株式数：90,000株、所有割合：2.86％）、広洋水産株式会社（所有株式数：40,000株、所有

割合：1.27％）、日本サイロ株式会社（所有株式数：40,000株、所有割合：1.27％）及び大京魚類株式会社（所有

株式数：10,000株、所有割合：0.32％）、並びに公開買付者の完全子会社ではない連結子会社である九州魚市株式

会社（所有株式数：80,000株、所有割合：2.54％）、九州中央魚市株式会社（所有株式数：40,000株、所有割合：

1.27％）及び大東魚類株式会社（所有株式数：30,000株、所有割合：0.95％）との間で、その所有する対象者株式

の本公開買付けへの応募に関する合意はしておりません。ただし、公開買付者は、本公開買付けの公表後、上記の

完全子会社及び連結子会社に対して、その所有する対象者株式を本公開買付けへ応募するよう要請する予定です。

 

４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 2020年３月31日（火曜日）から2020年５月21日（木曜日）まで（34営業日）

公告日 2020年３月31日（火曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。

（電子公告アドレス　https://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

　該当事項はありません。

 

③【期間延長の確認連絡先】

　該当事項はありません。
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（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式１株につき　金1,225円

新株予約権証券 ―

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券

（　　　　　）

―

株券等預託証券

（　　　　　）

―

算定の基礎 　公開買付者は、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者及び対象者を含む公開買付

者グループから独立した第三者算定機関として、公開買付者のファイナンシャル・アドバイ

ザーであるみずほ証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼いたしました。第三者算定機

関であるみずほ証券は、公開買付者及び対象者の関連当事者には該当しません。なお、みずほ

証券のグループ企業である株式会社みずほ銀行（以下「みずほ銀行」といいます。）は、公開

買付者の株主たる地位を有しているほか、公開買付者及び対象者を含む公開買付者グループに

対して融資を行っておりますが、本取引に関しては、みずほ証券は、記載すべき重要な利害関

係を有しておりません。また、みずほ証券によれば、みずほ証券は法第36条第２項及び金融商

品取引業等に関する内閣府令第70条の４の適用法令に従い、みずほ証券とみずほ銀行間の情報

隔壁措置等の適切な利益相反管理体制を構築し、かつ実施しており、みずほ銀行の株主及び貸

付人の地位とは独立した立場で公開買付者の株式価値の算定を行っているとのことです。公開

買付者は、公開買付者の株式価値算定にあたり、みずほ証券において適切な弊害防止措置が講

じられているものと判断し、さらに、みずほ証券による過去の同種事案の第三者算定機関とし

ての実績等を踏まえ、みずほ証券を公開買付者及び対象者を含む公開買付者グループから独立

した第三者算定機関として選定いたしました。

 　みずほ証券は、対象者の財務状況、対象者株式の市場株価の動向等について検討を行った上

で、多面的に評価することが適切であると考え、複数の株式価値算定手法の中から採用すべき

算定手法を検討した結果、市場株価基準法及びDCF法を用いて、対象者の株式価値の算定を行

い、公開買付者は、みずほ証券から2020年３月27日付で対象者の株式価値の算定結果に関する

株式価値算定書（以下「公開買付者株式価値算定書」といいます。）を取得しました。なお、

公開買付者は、みずほ証券から本公開買付価格の財務的見地からの妥当性に関する意見書

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

 　公開買付者株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定された対象

者株式１株当たりの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

 市場株価基準法：825円から942円

 DCF法　　　　 ：990円から1,563円

  

 　市場株価基準法では、本公開買付けの公表日の前営業日である2020年３月27日を算定基準日

として、対象者株式の東京証券取引所市場第二部における算定基準日の直近取引成立日である

2020年３月26日の終値825円、算定基準日までの過去１ヶ月間の終値単純平均値842円、算定基

準日までの過去３ヶ月間の終値単純平均値932円及び算定基準日までの過去６ヶ月間の終値単

純平均値942円を基に、対象者株式１株当たりの株式価値の範囲を825円から942円と算定して

おります。
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 　DCF法では、対象者から提供を受けた事業計画（2020年３月期第４四半期から2025年３月期

までの５年３ヶ月間）、一般に公開された情報等の諸要素を前提に、直近までの業績の動向、

上記事業計画に関して公開買付者から対象者に対して行われた質問に対する対象者の回答等の

諸要素を考慮して公開買付者において調整を行った対象者の将来の収益予想に基づき、対象者

が2020年３月期第４四半期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フロー

を、一定の割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を算定し、対象者株式

１株当たりの株式価値の範囲を990円から1,563円と算定しております。なお、本取引実行によ

り実現することが期待されるシナジー効果については、現時点において具体的に見積もること

が困難であるため、当該事業計画は、本取引の実行を前提として作成されたものではありませ

ん。なお、当該事業計画については大幅な増益を見込んでいる事業年度が含まれております。

具体的には、2020年３月期は、サンマをはじめとする鮮魚類の漁場の変動や天候不順・災害等

による調達環境の悪化に伴う減収により、営業利益の大幅な減収を見込んでおりますが、これ

らの要因は一時的なものであると見込まれることから、2020年３月期から2021年３月期にかけ

て、例年並みの営業利益水準に戻ることを想定し、営業利益の大幅な増益を見込んでいるため

です。

 　公開買付者は、みずほ証券から取得した公開買付者株式価値算定書の算定結果に加え、対象

者取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者株式の市場株価の動向、過去の発行者

以外の者による株券等の公開買付けのうち親会社による上場子会社の完全子会社化を前提とし

た公開買付けの事例において買付け等の価格決定の際に付与されたプレミアムの実例、及び本

公開買付けに対する応募数の見通し等を総合的に勘案し、かつ、本公開買付価格に関する対象

者との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終的に2020年３月30日付の取締役会決議により、本公

開買付価格を1,225円とすることを決定いたしました。

 　なお、本公開買付価格である1,225円は、本公開買付けの公表日の前営業日（2020年３月27

日）の直近取引成立日である2020年３月26日の東京証券取引所市場第二部における対象者株式

の終値825円に対して48.48％、2020年３月27日までの過去１ヶ月間の終値の単純平均値842円

に対して45.49％、同過去３ヶ月間の終値の単純平均値932円に対して31.44％、同過去６ヶ月

間の終値の単純平均値942円に対して30.04％のプレミアムをそれぞれ加えた価格となっており

ます。また、本公開買付価格である1,225円は、本書提出日の前営業日である2020年３月30日

の東京証券取引所市場第二部における対象者株式の終値776円に対して57.86％のプレミアムを

加えた価格となっております。

算定の経緯 （本公開買付価格の決定に至る経緯）

 　上記「３　買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及

び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」の「①　本公開買付けの実施を決定す

るに至った背景、目的及び意思決定の過程」に記載のとおり、公開買付者は、2019年12月中

旬、対象者を上場子会社として維持することの合理性も踏まえた上、上記の課題に対処してい

くためには、対象者が上場会社であることによる制約を受けずに、対象者グループを含む公開

買付者グループの経営戦略を遂行していくことが望ましいと考えるに至りました。あわせて、

対象者を非公開化し対象者の上場維持に伴う負担を解消し、コスト削減を実現することにより

対象者の経営の効率化も図ることができると考え、本取引により対象者を完全子会社化するこ

とが、対象者グループを含む公開買付者グループの企業価値向上に資するものと判断しまし

た。

 　そこで、公開買付者は、2019年12月中旬、公開買付者及び対象者を含む公開買付者グループ

から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関としてみずほ証券を、リー

ガル・アドバイザーとして森・濱田松本法律事務所をそれぞれ選任の上、本取引に関する具体

的な検討を開始しました。そして、公開買付者は、2019年12月下旬、対象者から本取引に関す

る協議を開始する旨の報告を受けた2019年12月下旬以降、対象者との間で、本公開買付けを含

む本取引の意義及び目的等に関するより詳細な協議・検討や、本取引後の経営体制・事業方

針、本取引における諸条件等についての協議・検討を複数回にわたって重ねてまいりました。
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 　また、本公開買付価格については、公開買付者は、2020年３月６日、対象者に対して本公開

買付価格を1,160円とすることを提示する旨の提案書を対象者に提出いたしましたが、本公開

買付価格に対して、対象者は、2020年３月12日、対象者の少数株主にとって十分な価格に達し

ているとは判断できなかったとして、本公開買付価格の再検討を公開買付者に要請しました。

その後、公開買付者は、対象者から提案内容の再検討を要請されたことを踏まえ、2020年３月

17日に本公開買付価格を1,200円とする旨の提案を行いましたが、対象者から、妥当な価格に

達していないとして、提案内容の再検討が要請されたため、2020年３月23日に本公開買付価格

を1,225円とする旨の提案を行いました。そして、当該協議・交渉の結果、公開買付者と対象

者は、2020年３月27日、本公開買付価格を1,225円とすることで合意に至りました。

 　これらの協議・交渉の結果、公開買付者及び対象者は、対象者を公開買付者の完全子会社と

することが公開買付者及び対象者を取り巻く事業環境の変化に対応し、両社の企業価値向上に

資する最善の方策であるとの考えで一致したことから、公開買付者は、2020年３月30日付の取

締役会決議により、本公開買付価格を1,225円として、本公開買付けを実施することを決定し

ました。

 　なお、公開買付者が本公開買付けの実施を決定するに至った経緯の詳細につきましては、上

記「３　買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意

思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」をご参照ください。

  

 ①　算定の際に意見を聴取した第三者の名称

 　公開買付者は、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者及び対象者を含む公開買

付者グループから独立した第三者算定機関として、公開買付者のファイナンシャル・アドバ

イザーであるみずほ証券に対して、対象者の株式価値の算定を依頼し、2020年３月27日付で

対象者の株式価値の算定結果に関する公開買付者株式価値算定書を取得しました。なお、公

開買付者は、みずほ証券から本公開買付価格の財務的見地からの妥当性に関する意見書

（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

  

 ②　当該意見の概要

 　みずほ証券は、市場株価基準法及びDCF法を用いて対象者株式の株式価値の算定を行って

おります。採用した手法及び当該手法に基づいて算定された対象者株式１株当たりの株式価

値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

 市場株価基準法：825円から942円

 DCF法　　　　 ：990円から1,563円

  

 ③　当該意見を踏まえて本公開買付価格を決定するに至った理由

 　公開買付者は、本公開買付価格がみずほ証券から取得した公開買付者株式価値算定書の算

定結果の範囲内であることに加え、対象者取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対

象者株式の市場株価の動向、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けのうち親会社

による上場子会社の完全子会社化を前提とした公開買付けの事例において買付け等の価格決

定の際に付与されたプレミアムの実例、及び本公開買付けに対する応募数の見通し等を総合

的に勘案し、かつ、本公開買付価格に関する対象者との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終

的に2020年３月30日付の取締役会決議により、本公開買付価格を1,225円とすることを決定

いたしました。
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 （本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公

開買付けの公正性を担保するための措置）

 　公開買付者及び対象者は、本書提出日現在、公開買付者が対象者を連結子会社としており、

公開買付者が対象者の支配株主となっているところ、本取引が支配株主との重要な取引等に該

当し、また、対象者の取締役12名のうち１名が公開買付者の従業員を兼職していることから、

対象者における本取引の検討において構造的な利益相反状態が生じ得ることに鑑み、本公開買

付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの

公正性を担保するための措置として、それぞれ以下の措置を実施しております。

  

 　なお、公開買付者は、上記「３　買付け等の目的」の「(1）本公開買付けの概要」に記載の

とおり、本書提出日現在、公開買付者の子会社を通じた間接所有分を含めて対象者株式

1,584,168株（所有割合：50.32％）を所有しているため、本公開買付けにおいていわゆる「マ

ジョリティ・オブ・マイノリティ」（majority of minority）の買付予定数の下限を設定する

と、本公開買付けの成立を不安定なものとし、かえって本公開買付けに応募することを希望す

る一般株主の皆様の利益に資さない可能性もあるものと考え、本公開買付けにおいて、いわゆ

る「マジョリティ・オブ・マイノリティ」（majority of minority）の買付予定数の下限は設

定しておりませんが、公開買付者及び対象者において以下の①乃至⑦の措置を講じていること

から、対象者の少数株主の利益には十分な配慮がなされていると考えております。

 　また、以下の記載のうち、対象者において実施した措置の記載については、対象者から受け

た説明に基づくものです。

  

 ①　公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　公開買付者は、本公開買付価格を決定するにあたり、公開買付者及び対象者から独立した

第三者算定機関としてファイナンシャル・アドバイザーであるみずほ証券に対して、対象者

の株式価値の算定を依頼し、2020年３月27日付で公開買付者株式価値算定書を取得しまし

た。詳細については、上記「算定の基礎」をご参照ください。

  

 ②　対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

 　対象者プレスリリースによれば、対象者の取締役会は、公開買付者から提示された本公開

買付価格に対する意思決定の過程における公正性を担保するために、対象者及び公開買付者

から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関であるトラスティーズに

対象者株式の株式価値の算定を依頼し、2020年３月27日付で対象者株式価値算定書を取得し

たとのことです。なお、トラスティーズは、対象者及び公開買付者の関連当事者には該当せ

ず、本取引に関して、重要な利害関係を有していないとのことです。また、本取引に係るト

ラスティーズの報酬は、本取引の成否にかかわらず支払われる固定報酬のみであり、本公開

買付けを含む本取引の成立等を条件に支払われる成功報酬は含まれていないとのことです。

 　トラスティーズは、複数の株式価値算定手法の中から、対象者株式の株式価値算定にあた

り採用すべき算定手法を検討の上、対象者が継続企業であるとの前提の下、対象者株式の価

値について多面的に評価することが適切であるとの判断に基づき、対象者株式が東京証券取

引所市場第二部に上場していることから市場株価法を、対象者と比較的類似する事業を手が

ける上場会社が複数存在し、類似会社との比較による対象者株式の株式価値の類推が可能で

あることから類似公開会社比準法を、対象者の将来の事業活動の状況を算定に反映させるた

めにDCF法を用いて対象者株式の株式価値の算定を行い、対象者はトラスティーズから2020

年３月27日に対象者株式価値算定書を取得したとのことです。なお、対象者は、継続企業で

あることを前提としていることから、清算を前提とする純資産方式は採用していないとのこ

とです。また、対象者は、トラスティーズから本公開買付価格の公正性に関する意見（フェ

アネス・オピニオン）を取得していないとのことです。

 　対象者株式価値算定書によると、上記各手法に基づいて算定された対象者株式１株当たり

の株式価値の範囲は以下のとおりとのことです。

 市場株価法　　　　　　825円から942円

 類似公開会社比準法　　603円から1,205円

 DCF法　　　　　　　　 1,058円から1,364円
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 　市場株価法では、基準日を2020年３月27日として、東京証券取引所市場第二部における対

象者株式の基準日の直近取引成立日である2020年３月26日の終値（825円）、直近１ヶ月間

（2020年２月28日から2020年３月27日まで）の終値単純平均値（842円）、直近３ヶ月間

（2019年12月28日から2020年３月27日まで）の終値単純平均値（932円）、直近６ヶ月間

（2019年９月28日から2020年３月27日まで）の終値単純平均値（942円）を基に、対象者株

式１株当たりの株式価値の範囲は、825円から942円までと算定しているとのことです。

 　類似公開会社比準法では、対象者と比較的類似する水産物の卸売事業を営む類似上場企業

として、株式会社マルイチ産商、中央魚類株式会社、株式会社大水、東都水産株式会社、株

式会社ホウスイ、築地魚市場株式会社、横浜丸魚株式会社を選定した上で、事業価値に対す

るEBITDAの倍率及びPERを用いて、対象者株式の１株当たり株式価値の範囲を603円から

1,205円までと算定しているとのことです。

 　DCF法では、対象者が作成した対象者の2020年３月期から2025年３月期までの事業計画に

おける収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素を前提として、対象者が2020年３

月期第４四半期以降において創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の

割引率で現在価値に割り引いて対象者の企業価値や株式価値を評価し、対象者株式の１株当

たりの株式価値の範囲を1,058円から1,364円までと算定しているとのことです。割引率は

4.20％から4.70％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永久成長率法を採用し、永

久成長率を０％として分析しているとのことです。

 　トラスティーズが、DCF法の算定の前提とした対象者の事業計画に基づく財務予測は以下

のとおりとのことです。以下の財務予測には大幅な増減益を見込んでいる事業年度が含まれ

ているとのことです。具体的には、2020年３月期は、サンマをはじめとする鮮魚類の漁場の

変動や天候不順・災害等による調達環境の悪化に伴う減収により、営業利益の大幅な減収を

見込んでいるものの、これらの要因は一時的なものであると見込まれることから、2020年３

月期から2021年３月期にかけて、例年並みの営業利益水準に戻ることを想定し、営業利益の

大幅な増益を見込んでいるとのことです。また、本取引実行により実現することが期待され

る各種施策の効果等については、現時点において具体的に見積もることが困難であるため、

以下の財務予測には加味していないとのことです。なお、トラスティーズは、対象者株式の

株式価値の算定基礎となる対象者の財務予測に関する情報については、対象者の経営陣に複

数回のインタビューを実施し、当該財務予測に関する情報が現時点で得られる最善の予測と

判断に基づき合理的に作成されたことを確認しているとのことです。

 （単位：百万円）

 
 

 
2020年
３月期
（３ヶ月）

2021年
３月期

2022年
３月期

2023年
３月期

2024年
３月期

2025年
３月期

売上高 22,186 106,000 106,600 107,700 107,724 107,797

営業利益又は営業

損失（△）
△36 410 427 447 464 514

EBITDA 56 811 790 780 799 855

フリー・キャッ

シュ・フロー
4,030 △234 244 503 576 613

 
 　（注）　2020年３月期（３ヶ月）のフリー・キャッシュ・フローが4,030百万円という大き

な値となっている理由は、年末年始の需要に伴って第３四半期末時点において一時

的に増加した必要運転資金を、第４四半期末までに回収することによるものとのこ

とです。対象者においては毎期、年末年始の需要急増の影響により、必要運転資金

が第３四半期末時点において一時的に大幅に増加し、第４四半期末時点において大

幅に減少しているとのことです。なお、第３四半期末時点の必要運転資金は、短期

借入金により調達し、第４四半期末までに返済するため、2020年３月期（３ヶ月）

のフリー・キャッシュ・フローの大部分は、当該短期借入金の返済に充てられると

のことです。
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 　トラスティーズは、対象者株式の株式価値の算定に際し、対象者から提供を受けた情報及

び一般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て

正確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証

を行っていないとのことです。また、対象者の資産及び負債（簿外資産及び負債、その他偶

発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は

査定の依頼も行っていないとのことです。トラスティーズの算定は、2020年３月27日までの

上記情報を反映したものであるとのことです。

  

 ③　対象者における独立した法律事務所からの助言

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本公開買付けに関する対象者の取締役会の意

思決定の過程等における透明性及び公正性を確保するため、対象者及び公開買付者から独立

したリーガル・アドバイザーであるTMI総合法律事務所を選任し、同法律事務所から、本公

開買付けを含む本取引に関する対象者の取締役会の意思決定の方法、過程その他の留意点に

ついて、必要な法的助言を受けているとのことです。なお、TMI総合法律事務所は対象者及

び公開買付者の関連当事者には該当せず、本取引に関して、重要な利害関係を有しないとの

ことです。

  

 ④　対象者における独立した特別委員会の設置及び答申書の取得

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、本取引に係る対象者の意思決定に慎重を期

し、また、対象者の取締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相反のおそれを排除

し、その公正性を担保するとともに、対象者の取締役会において本取引（本公開買付けに係

る対象者の意見表明を含む。）を行う旨の決定をすることが対象者の少数株主にとって不利

益なものでないことを確認することを目的として、2020年１月27日に、対象者の社外取締役

（監査等委員）・独立役員である河村雅博氏（公認会計士・税理士）、公開買付者及び対象

者から独立した外部の有識者である鈴木康雄氏（公認会計士・税理士、鈴木康雄公認会計

士・税理士事務所）及び山内雅哉氏（弁護士、ひびき綜合法律事務所）の３名から構成され

る特別委員会を設置しているとのことです（なお、特別委員会の委員の報酬は固定金額であ

り、成功報酬は採用していないとのことです。）。対象者は、特別委員会に対し、(a)本取

引の目的の正当性、(b)本取引に係る交渉過程の手続の公正性、(c)本取引により対象者の少

数株主に交付される対価の妥当性、及び(d)上記(a)乃至(c)を前提に本取引（本公開買付け

に係る対象者の意見表明を含む。）が対象者の少数株主にとって不利益であるか否か（総称

して、以下「本諮問事項」といいます。）について諮問したとのことです。また、あわせ

て、対象者は、対象者取締役会における本取引に係る意思決定を行うに際しては、特別委員

会の意見を最大限尊重し、特別委員会が本取引について妥当でないと判断した場合には、本

取引（本公開買付けに係る対象者の賛同及び応募推奨を内容とする意見表明を含みます。）

を行わないこととしているとのことです。

 　特別委員会は、2020年１月27日から同年３月27日までの間に合計６回開催され、本諮問事

項に関し、慎重に協議及び検討を行ったとのことです。具体的には、特別委員会は、対象者

より提出された各資料に基づき、対象者から、対象者の事業の概要や業界動向、現在の経営

課題、公開買付者の提案内容、本取引の目的、本取引に至る背景、本取引により向上するこ

とが見込まれる対象者の企業価値の具体的内容、対象者の事業計画の作成経緯及びその内容

等について説明を受けるとともに、これらに関する質疑応答を行ったとのことです。また、

特別委員会は、公開買付者から、本取引の概要、本取引に至る背景、本取引の目的、本取引

により向上することが見込まれる対象者の企業価値の具体的内容、本取引後の経営方針や従

業員の取扱い、本取引の諸条件等について説明を受けるとともに、質疑応答を行ったとのこ

とです。さらに、特別委員会は、トラスティーズより、対象者株式の価値評価についての説

明を受け、これらに関する質疑応答を行うとともに、TMI総合法律事務所より、本取引の手

続面における公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置の内容につい

て説明を受け、これらに関しても質疑応答を行っているとのことです。また、特別委員会

は、対象者から、公開買付者と対象者との間における本取引に係る協議・交渉の経緯及び内

容等につき適時に報告を受けた上で、特別委員会を都度開催して方針等を協議し、本公開買

付価格につき、公開買付者から1,225円という最終的な提案を受けるに至るまで、複数回に

わたり対象者との間で協議を行うなどして、公開買付者との交渉過程に関与しているとのこ

とです。
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 　特別委員会は、かかる手続を経て、本諮問事項について慎重に協議及び検討を重ねた結

果、2020年３月27日付で、委員全員一致の決議により、対象者の取締役会に対し、大要、以

下の内容の答申書を提出したとのことです。

 （ⅰ）本取引の目的の正当性

 　(Ⅰ)対象者グループを取り巻く厳しい事業環境を踏まえれば、対象者が、将来にわ

たって水産物卸売市場において引き続き水産物卸売事業者としての責務を果たし、対象

者の企業価値を向上していくためには、①国内外の水産物の安定的な調達、②潜在的な

顧客ニーズに応えた取扱商品の多様化・加工水産食品の拡充、③国内外の販売網・流通

網の拡大及び多様化の実現、④ITシステム投資の一層の拡充、⑤急激な事業環境変化に

耐え得る人材の育成を実現するための施策の実施が急務であると考えられるところ、こ

れらの施策を着実に実施していくためには国内外の事業者とのネットワークや、短期的

な業績悪化に耐え得る確固たる財務基盤が必須であり、連結親会社の公開買付者及びそ

のグループ企業との連携を強化し、公開買付者グループが保有する各種資源と資産を、

積極的に活用することによって、上記①乃至⑤に係る施策の実施が実現可能と考えてい

ること、また、(Ⅱ)上記施策を実施し、対象者の企業価値を継続的に向上させていくた

めには、公開買付者グループと対象者グループとの間におけるこれまで以上の積極的な

連携を行い、両社グループが一体となって、中長期的な視点での経営戦略の立案・遂行

を通じて、グループ利益の最大化を図っていく必要があるところ、(a)その過程におい

ては、対象者グループの既存の事業構造に大きな影響を与える抜本的な施策・投資等が

想定され、短期的には対象者の経営成績や財務状態の悪化につながる可能性があるもの

も含まれ、対象者が上場会社である状態では、短期的には少数株主に不利益を被らせて

しまう可能性が否定できないこと、(b)急激な事業環境の変化に迅速に対応していく形

で上記施策を実施していくためには対象者としての迅速な意思決定体制を構築すること

が不可欠であること、(c)公開買付者グループとの間の連携の強化に伴い、対象者の親

会社である公開買付者と対象者の少数株主との間の利益相反の問題がこれまで以上に顕

在化することとなるものの、対象者が公開買付者の完全子会社となれば、利益相反の問

題を回避しつつ、上記施策を迅速に実施していくことが可能となること、(d)対象者が

公開買付者の完全子会社となることにより、公開買付者と一体として企業信用力及び財

務基盤の更なる向上が期待できることから、対象者が公開買付者の完全子会社となるこ

とが、対象者の企業価値向上に資する最善の方策であると判断したこと、という本取引

の意義及び目的には、いずれも不合理な点はなく、合理的な検討の結果と認められるこ

とから、本取引は対象者グループの企業価値向上を目的として行われるものといえ、本

取引の目的は正当である。

  

 （ⅱ）本取引の手続の公正性

 　(a)対象者は、本取引の検討にあたっては、対象者及び公開買付者から独立した、第

三者算定機関としてのファイナンシャル・アドバイザーであるトラスティーズ及びリー

ガル・アドバイザーであるTMI総合法律事務所から助言・意見等を得ながら、対象者の

企業価値向上ひいては株主共同の利益の観点から、本公開買付価格を始めとする本公開

買付けの買付条件の妥当性及び本取引の一連の手続の公正性といった点について慎重に

検討及び協議を行っていること、(b)対象者は、本公開買付価格について、少数株主の

利益保護の観点からその公正性を確保するための実質的な協議・交渉を公開買付者との

間で複数回にわたって行っており、その際には、特別委員会は、対象者から当該協議・

交渉の経緯及び内容等について適時に報告を受け、特別委員会を通じて方針等を協議し

たうえで行うなど、特別委員会が公開買付者との交渉過程に関与する形となっているこ

と、(c)対象者を代表して本取引を検討・交渉する取締役には、本取引に特別な利害関

係を有する者は含まれておらず、その他、本取引に係る協議、検討及び交渉の過程で、

公開買付者その他の本取引に特別な利害関係を有する者が対象者側に不当な影響を与え

たことを推認させる事実は存在しないこと、(d)対象者は、本取引に係る決定を行うに

際しては、特別委員会の意見を最大限尊重し、特別委員会が本取引について妥当でない

と判断した場合には、本取引を行わないこととしていることを踏まえると、本取引に係

る交渉過程の手続は公正であると判断する。

 

EDINET提出書類

マルハニチロ株式会社(E00015)

公開買付届出書

18/53



 
 （ⅲ）本取引の対価の妥当性

 　(Ⅰ)(a)本公開買付価格は、トラスティーズから取得した対象者株式価値算定書の市

場株価法及び類似公開会社比準法による算定結果の上限値を超え、かつ、DCF法による

算定結果の中間値を超える金額であり、評価手法の選択や算定の基礎となる対象者の事

業計画に基づく財務予測を含む前提条件等について、一般的な評価実務に照らして不合

理な点は認められなかったこと、(b)本公開買付価格（1,225円）は、本取引の公表予定

日の前営業日（2020年３月27日）の直近取引成立日である2020年３月26日の対象者株式

の東京証券取引所市場第二部の終値825円に対して48.48％、2020年３月27日までの直近

１ヶ月間の終値単純平均値842円に対して45.49％、2020年３月27日までの直近３ヶ月間

の終値単純平均値932円に対して31.44％、2020年３月27日までの直近６ヶ月間の終値単

純平均値942円に対して30.04％のプレミアムをそれぞれ加えた金額であって、かかるプ

レミアムの水準は、支配株主による完全子会社化を目的とした二段階買収取引の一環と

して行われた公開買付けに係る同種他社事例における平均的なプレミアム水準と比して

合理的なプレミアムが付された価格であること、(c)近時のコロナウイルスの世界的な

感染拡大を契機として、対象者株式の市場株価は、過去１ヶ月間に大幅な下落をしてい

るものの、下落の影響が少ない直近の６ヶ月間のプレミアム水準でも相応のプレミアム

が付されていると考えられ、また、コロナウイルスの影響が現実にある環境を鑑みて合

理的な水準のプレミアムが付された価格であると考えられることから、本公開買付価格

の水準は、我が国における過去の上場会社の非公開化を目的とする同種事案の裁判例に

照らして、公正と判断される可能性が高いと考えられること、(Ⅱ)本取引に係る交渉過

程の手続は公正であると認められるところ、本公開買付価格は、かかる交渉の結果も踏

まえて決定されたものであると認められること、(Ⅲ)本公開買付けに応募しなかった少

数株主は、本公開買付けの後に実施される予定の非公開化の手続において、最終的に金

銭が交付されることになるところ、当該手続において交付される金銭の額については、

本公開買付価格に株主が所有していた対象者株式の数を乗じた価格と同一となるよう算

定される予定である旨が、対象者プレスリリース等で明示されていること、(Ⅳ)対象者

は、公開買付者から本取引に関する協議を開始することについての意向を伝えられた

後、2020年１月30日付けで2020年３月期連結業績予想数値に関して、下方修正を行って

いるが、当該業績予想の下方修正は、冷凍マグロや鮭鱒の取扱数量の減少、サンマをは

じめとする鮮魚類の漁場の変動や天候不順・災害等による調達環境の悪化に伴う取扱数

量の減少、並びに取扱単価の低下による売上高の大幅な減収となる見込みであることに

起因するものであり、本取引とは無関係の要因によるものであり、その他当該業績予想

の下方修正について、本取引により対象者の少数株主に交付される対価を不当に引き下

げることを企図して行われたことが疑われる事情はないことを踏まえると、本取引によ

り対象者の少数株主に交付される対価は妥当であると判断する。

  

 （ⅳ）本取引が対象者の少数株主にとって不利益でないか

 　上記(ⅰ)乃至(ⅲ)記載の事項等を踏まえると、対象者による本公開買付けへの賛同意

見の表明及び対象者の株主に対して応募推奨することを含め、本取引は対象者の少数株

主にとって不利益ではないと判断する。
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 ⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含む。）の承認

 　対象者プレスリリースによれば、対象者は、上記「３　買付け等の目的」の「(2）本公開

買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の

経営方針」の「②　対象者における意思決定の過程及び理由」に記載の根拠及び理由に基づ

き、2020年３月30日開催の対象者の取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明す

るとともに、対象者の株主の皆様に対しては、本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議を

したとのことです。

 　上記取締役会においては、対象者の取締役12名のうち、魚田克彦氏を除く取締役全員が審

議及び決議に参加し、決議に参加した取締役の全員一致により上記決議を行っているとのこ

とです。なお、魚田克彦氏は、公開買付者の従業員を兼職していることから、利益相反の疑

いを回避する観点から、上記取締役会における審議及び決議には一切参加しておらず、ま

た、対象者の立場において、本取引に関して公開買付者との協議及び交渉にも一切参加して

いないとのことです。

 　一方で、対象者の取締役のうち網野裕美氏、清水久氏、宮澤栄三氏、大野哲氏、石原好博

氏及び毛利任宏氏は、公開買付者の出身であるものの、いずれの者も対象者に転籍してから

一定期間以上が経過しており、また、本取引に関して、公開買付者側で一切の関与をしてお

らず、またそれができる立場にもないことから、本取引における対象者の意思決定に関して

利益相反のおそれはないものと判断し、上記取締役会における審議及び決議に参加している

とのことです。

  

 ⑥　取引保護条項の不存在

 　公開買付者と対象者は、対象者が対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引

保護条項を含む合意等、当該対抗的買収提案者が対象者との間で接触等を行うことを制限す

るような内容の合意を行っておらず、対抗的な買付け等の機会を妨げないこととすることに

より、本公開買付けの公正性の担保に配慮しております。

  

 ⑦　対象者の株主が本公開買付けに応募するか否かについて適切に判断を行う機会を確保する

ための措置

 　公開買付者は、上記「３　買付け等の目的」の「(4）本公開買付け後の組織再編等の方針

（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、(ⅰ)本公開買付けの決済の完了後

速やかに、公開買付者が本公開買付けの成立により取得する株式数に応じて、対象者株式の

全ての株式売渡請求をすること又は株式併合及び株式併合の効力発生を条件として単元株式

数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む本臨時株主総会の開催

を対象者に要請することを予定しており、対象者の株主の皆様に対して株式買取請求権又は

価格決定請求権が確保されない手法は採用しないこと、(ⅱ)株式売渡請求又は株式併合をす

る際に、対象者の株主の皆様に対価として交付される金銭は本公開買付価格に当該各株主

（公開買付者及び対象者を除きます。）の所有する対象者株式の数を乗じた価格と同一にな

るように算定されることを明らかにしていることから、対象者の株主の皆様が本公開買付け

に応募するか否かについて適切に判断を行う機会を確保し、これをもって強圧性が生じない

ように配慮しております。

 　また、公開買付者は、法令に定められた公開買付けに係る買付け等の最短期間が20営業日

であるところ、本公開買付けに係る公開買付期間（以下「公開買付期間」といいます。）を

34営業日に設定しております。このように公開買付期間を比較的長期に設定することによ

り、対象者の株主の皆様に本公開買付けに対する応募について適切な判断機会を確保してお

ります。

　（注）　みずほ証券は、対象者の株式価値の算定に際し、対象者から提供を受けた情報及び一般に公開された情報等を

原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報が、全て正確かつ完全なものであること、また本公開買付

価格の分析・算定に重大な影響を与える可能性がある事実でみずほ証券に対して未開示の事実はないこと等を

前提としてこれに依拠しており、独自にそれらの正確性の検証を行っておりません。加えて、対象者の財務予

測に関する情報については、対象者の経営陣による現時点での得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作

成され、公開買付者の経営陣がその内容を精査した上でみずほ証券による価値算定において使用することを了

承したことを前提としております。また、対象者及びその関係会社の資産及び負債（簿外資産及び負債、その

他偶発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も

行っておりません。みずほ証券の算定は、2020年３月27日までの上記情報を反映したものです。
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（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

2,119,018（株） 1,069,632（株） ―（株）

　（注１）　応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（1,069,632株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け

等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（1,069,632株）以上の場合は、応募株券等の

全部の買付け等を行います。

　（注２）　本公開買付けを通じて、対象者が所有する自己株式を取得する予定はありません。

　（注３）　本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設定しておりませんので、買付予定数は本公開買付けにおい

て公開買付者が買付け等を行う対象者株式の最大数である2,119,018株を記載しております。これは、対象

者第３四半期報告書に記載された2019年12月31日現在の発行済株式総数（3,162,274株）から、対象者第３

四半期決算短信に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数（14,088株）及び本書提出日現在の公

開買付者が所有する対象者株式の数（1,029,168株）を控除した株式数（2,119,018株）です。

　（注４）　単元未満株式についても、本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満

株式買取請求権が行使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取る

ことがあります。

 

５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 21,190

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) －

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(c)
－

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(d) 10,291

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) －

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(f)
－

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g) 5,600

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) －

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決権

の数（個）(i)
－

対象者の総株主等の議決権の数（2019年９月30日現在）（個）(j) 31,372

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合

(a／j)（％）
67.31

買付け等を行った後における株券等所有割合

((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）
100.00

　（注１）　「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定数（2,119,018株）に

係る議決権の数を記載しております。

　（注２）　「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」は、各特別関係者（ただ

し、対象者が所有する自己株式及び特別関係者のうち法第27条の２第１項各号における株券等所有割合の計

算において府令第３条第２項第１号に基づき特別関係者から除外される者（以下「小規模所有者」といいま

す。）を除きます。）が所有する株券等に係る議決権の数の合計を記載しております。ただし、特別関係者

の所有株券等（ただし、対象者が所有する自己株式を除きます。）についても買付け等の対象としているた

め、「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、「特別関係者の所有株券等に係る

議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」は分子に加算しておりません。なお、公開買付者は、本書

提出後に特別関係者の所有する対象者の株券等を確認の上、本書の訂正が必要な場合には、本書に係る訂正

届出書を提出する予定です。

　（注３）　「対象者の総株主等の議決権の数（2019年９月30日現在）（個）(j)」は、対象者第３四半期報告書に記載

された2019年９月30日現在の総株主等の議決権の数（１単元の株式数を100株として記載されたもの）で

す。ただし、単元未満株式（ただし、対象者が所有する単元未満の自己株式を除きます。）についても本公

開買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割

合」及び「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、対象者第３四半期報告書に記
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載された2019年12月31日現在の対象者の発行済株式総数（3,162,274株）から、対象者第３四半期決算短信

に記載された同日現在の対象者が所有する自己株式数（14,088株）を控除した株式数（3,148,186株）に係

る議決権の数（31,481個）を分母として計算しております。

　（注４）　「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後に

おける株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。

 

６【株券等の取得に関する許可等】

　該当事項はありません。

 

７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

みずほ証券株式会社　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

 

②　本公開買付けに応募する際には、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載し、公開買付期間の末日の

15時までに、公開買付代理人の本店又は全国各支店において応募してください。なお、オンライントレードであ

る「みずほ証券ネット倶楽部」においては応募の受付けは行いません。

 

③　本公開買付けに係る応募の受付けにあたっては、本公開買付けに応募する株主（以下「応募株主等」といいま

す。）が、公開買付代理人に証券取引口座を開設した上、応募する予定の株券等を当該証券取引口座に記録管理

している必要があります。本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等を経由した応募

の受付けは行われません。また、本公開買付けにおいては、対象者指定の特別口座の口座管理機関である三菱

UFJ信託銀行株式会社に設定された特別口座に記録されている株券等をもって本公開買付けに応募することはで

きません。応募する予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に開設された証券取引口座又は

特別口座の口座管理機関に設定された特別口座に記載又は記録されている場合は、応募に先立ち、公開買付代理

人に開設した証券取引口座への振替手続を完了していただく必要があります。（注１）

 

④　公開買付代理人に証券取引口座を開設しておられない応募株主等は、新規に証券取引口座を開設していただく

必要があります。証券取引口座を開設される場合には、個人番号（マイナンバー）又は法人番号及び本人確認書

類（注２）が必要になるほか、ご印鑑が必要になる場合があります。

 

⑤　上記③の応募株券等の振替手続及び上記④の口座の新規開設には一定の日数を要する場合がありますのでご注

意ください。

 

⑥　外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいます。）の場合、日本国内の常任

代理人を通じて応募してください。

 

⑦　日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、一般的に株

式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注３）

 

⑧　応募の受付けに際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込みの受付票が交付されま

す。

（注１）　対象者指定の特別口座の口座管理機関に設定された特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株

券等の記録を振り替える手続について

対象者指定の特別口座の口座管理機関に設定された特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株

券等の記録を振り替える手続を公開買付代理人経由又は特別口座の口座管理機関にて行う場合は、特

別口座の口座管理機関に届け出ている個人情報と同一の情報が記載された「口座振替申請書」による

申請が必要となります。詳細については、公開買付代理人又は特別口座の口座管理機関にお問合せく

ださいますようお願い申し上げます。

（注２）　個人番号（マイナンバー）又は法人番号及び本人確認書類の提出について

公開買付代理人において新規に証券取引口座を開設される場合、又は日本国内の常任代理人を通じて

応募する外国人株主の場合には、次の本人確認書類等が必要になります。番号確認書類及び本人確認

書類の詳細につきましては、公開買付代理人へお問合せください。
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個人株主の場合　　次の表の①から③のいずれかの個人番号確認書類及び本人確認書類が必要になり

ます。なお、個人番号（マイナンバー）をご提供いただけない方は、公開買付代

理人であるみずほ証券株式会社にて口座開設を行うことはできません。また、公

開買付代理人において既に証券取引口座を開設している方であっても、氏名、住

所、個人番号（マイナンバー）を変更する場合には個人番号確認書類及び本人確

認書類が必要になります。

 

  ①  ②  ③

       

番
号
確
認
書
類

 

個人番号カード

（両面）

顔写真付き

 通知カード  

個人番号が記載された住民票の

写し

又は

住民票記載事項証明書

（※当該書類は本人確認書類の

１つになります。）

＋   ＋  ＋

本
人
確
認
書
類

  
ａ．以下のいずれかの書類１つ

（顔写真付き確認書類）
 
ａ．以下のいずれかの書類１つ

（顔写真付き確認書類）

  

・運転免許証

・運転経歴証明書

・旅券（パスポート）

・在留カード

・療育手帳

・身体障害者手帳等

 

・運転免許証

・運転経歴証明書

・旅券（パスポート）

・在留カード

・療育手帳

・身体障害者手帳等

  又は  又は

  

ｂ．以下のいずれかの書類２つ

（ａ．の提出が困難な場

合）

 

ｂ．以下のいずれかの書類１つ

（ａ．の提出が困難な場

合）

  

・住民票の写し

・住民票の記載事項証明書

・国民健康保険被保険者証

などの各種健康保険証

・印鑑登録証明書

・国民年金手帳等

 

・国民健康保険被保険者証

などの各種健康保険証

・印鑑登録証明書

・国民年金手帳等

・個人番号カード（両面）をご提出いただく場合、別途本人確認書類のご提出は不要です。

・氏名、住所、生年月日の記載のあるものをご提出ください。

・本人確認書類は有効期限内のもの、期限の記載がない場合は６ヶ月以内に作成されたものをご提出ください。

 

法人株主の場合　　「法人番号指定通知書」の写し、又は、国税庁法人番号公表サイト

（http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）から印刷した法人番号が印刷された

書面及び本人確認書類（登記事項証明書（６ヶ月以内に作成されたもので名称及

び本店又は主たる事務所の所在地並びに事業内容を確認できるもの））が必要に

なります。なお、法人自体の本人確認書類に加え、取引担当者（当該法人の代表

者が取引する場合はその代表者）個人の本人確認書類が必要となります。また、

公開買付代理人において既に証券取引口座を開設している法人であっても、法人

名称及び所在地を変更する場合には法人番号確認書類及び本人確認書類が必要に

なります。

 

外国人株主の場合　日本国政府の承認した外国政府又は権限ある国際機関の発行した書類その他これ

に類するもので、居住者の上記本人確認書類に準じるもの等（本人確認書類は、

自然人の場合は、氏名、住所、生年月日の記載のあるもの（※１）、法人の場合

は、名称及び本店又は主たる事務所の所在地並びに事業内容の記載のあるもの

（※２）が必要です。また、当該本人確認書類は、自然人及び法人ともに６ヶ月

以内に作成されたもの、又は有効期間若しくは期限のある書類は有効なものに限
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ります。）及び常任代理人との間の委任契約に係る委任状又は契約書の写し（※

３）が必要となります。

（※１）　外国に居住される日本国籍を有する株主の方は、原則として旅券（パ

スポート）の提出をお願いいたします。

（※２）　法人の場合、当該法人の事業内容の確認が必要であるため、本人確認

書類に事業内容の記載がない場合は、別途事業内容の確認ができる書

類（居住者の本人確認書類に準じる書類又は外国の法令の規定により

当該法人が作成されることとされている書類で事業内容の記載がある

もの）の提出が必要です。

（※３）　当該外国人株主の氏名又は名称、国外の住所地の記載のあるものに限

り、①常任代理人による証明年月日、②常任代理人の名称、住所、代

表者又は署名者の氏名及び役職が記載され、公開買付代理人の証券取

引口座に係る届出印により原本証明が付されたもの。

 

（注３）　日本の居住者の株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

日本の居住者である個人株主の方の場合、株式等の譲渡所得等には、原則として申告分離課税が適用

されます。本公開買付けへの応募による売却につきましても、通常の金融商品取引業者を通じた売却

として取り扱われることとなります。税務上の具体的なご質問等につきましては、税理士等の専門家

にご確認いただき、ご自身でご判断いただきますようお願い申し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。

契約の解除をする場合は、公開買付期間の末日の15時までに、応募受付けをした公開買付代理人の本店又は全

国各支店に公開買付応募申込みの受付票を添付の上、本公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下

「解除書面」といいます。）を交付又は送付してください。契約の解除は、解除書面が公開買付代理人に交付

され、又は到達した時に効力を生じます。したがって、解除書面を送付する場合は、解除書面が公開買付期間

の末日の15時までに公開買付代理人に到達しなければ解除できないことにご注意ください。

解除書面を受領する権限を有する者

みずほ証券株式会社　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

（その他みずほ証券株式会社全国各支店）

 

（３）【株券等の返還方法】

　応募株主等が上記「(2）契約の解除の方法」に記載の方法により本公開買付けに係る契約の解除を申し出た

場合には、解除手続終了後速やかに下記「10　決済の方法」の「(4）株券等の返還方法」に記載の方法により

応募株券等を返還いたします。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

みずほ証券株式会社　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号
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８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 2,595,797,050

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 30,000,000

その他(c) 5,150,000

合計(a)＋(b)＋(c) 2,630,947,050

　（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、本公開買付けにおける買付予定数（2,119,018株）に、本公開買付価格

（1,225円）を乗じた金額を記載しております。

　（注２）　「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。

　（注３）　「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告に要する費用及び公開買付説明書その他必要書類の印刷

費その他諸費用につき、その見積額を記載しております。

　（注４）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　（注５）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は本公開買付け終了後ま

で未定です。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

当座預金 4,026,350

計(a) 4,026,350

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ―

 

③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計(b) ―
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ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

4,026,350千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

　該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

　該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

みずほ証券株式会社　　東京都千代田区大手町一丁目５番１号

 

（２）【決済の開始日】

2020年５月28日（木曜日）

 

（３）【決済の方法】

　公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主の場合はそ

の常任代理人）の住所宛に郵送いたします。買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代

金を応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付

代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所へ送金するか、公開買付代理人

の応募受付けをした応募株主等の口座へお支払いします。

 

（４）【株券等の返還方法】

　下記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「(1）法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内

容」又は「(2）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき

応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、公開買付代理人は、返還することが必要な株券等を公

開買付期間末日の翌営業日（本公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後、速やかに応募が

行われた時の状態に戻します。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

　応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（1,069,632株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付け

等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（1,069,632株）以上の場合は、応募株券等の全

部の買付け等を行います。
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（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

　令第14条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ、並びに同条第２項第３号乃至第６号

に定める事項のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。なお、令第14条第

１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、対象者が過去に提出した法定開示書

類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明

した場合であって、公開買付者が当該虚偽記載等があることを知らず、かつ、相当の注意を用いたにもかかわ

らず知ることができなかった場合をいいます。

　撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期

間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに

公告を行います。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

　法第27条の６第１項第１号の規定により、対象者が公開買付期間中に令第13条第１項に定める行為を行った

場合は、府令第19条第１項に定める基準により買付け等の価格の引下げを行うことがあります。

　買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。た

だし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公表し、

その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株

券等についても、引下げ後の買付け等の価格により買付け等を行います。

 

（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

　応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。

契約の解除の方法については、上記「７　応募及び契約の解除の方法」の「(2）契約の解除の方法」に記載の

方法によるものとします。

　なお、公開買付者は応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを

応募株主等に請求しません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。解除を申し

出られた場合には、応募株券等は当該解除の申出に係る手続終了後速やかに上記「10　決済の方法」の「(4）

株券等の返還方法」に記載の方法により返還します。

 

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

　公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件

等の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更内容等につき電子公告を

行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合

は、府令第20条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変更がなされ

た場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付け等を行いま

す。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

　訂正届出書を関東財務局長に提出した場合（ただし、法第27条の８第11項ただし書に規定する場合を除きま

す。）は、直ちに訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始公告に記載した内容に係るものを府令第20

条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交

付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。ただし、訂正の範囲が小

範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応

募株主等に交付する方法により訂正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

　本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定す

る方法により公表します。
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（８）【その他】

　本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また、

米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メール、インターネット通

信、テレックス及び電話を含みますが、これらに限りません。）を利用して行われるものでもなく、さらに米

国の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じ

て、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。

　また、本書又は関連する買付書類は、米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、郵送その他

の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に

直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けできません。

　本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合は常任代理人）は公開買付代理人に対し、以

下の表明及び保証を行うことを求められることがあります。

　応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在していないこ

と。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内において若

しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け等若しくは公開

買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方

法・手段（ファクシミリ、電子メール、インターネット通信、テレックス及び電話を含みますが、これらに限

りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・

受任者として行動する者ではないこと（当該他の者が買付け等に関する全ての指示を米国外から与えている場

合を除きます。）。
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第２【公開買付者の状況】

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

年　月　日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式の数の割合

（％）

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─

計 ─ ─ ─

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

年　月　日現在
 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

─ ─ ─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─ ─ ─

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ─

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】

 

（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第75期（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）　2019年６月26日　関東財務局長に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第76期第３四半期（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）　2020年２月７日　関東財務局

長に提出

 

ハ【訂正報告書】

　該当事項はありません。
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②【上記書類を縦覧に供している場所】

マルハニチロ株式会社

（東京都江東区豊洲三丁目２番20号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

２【会社以外の団体の場合】

　該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

　該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 15,953（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 15,953 ― ―

所有株券等の合計数 15,953 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　特別関係者である対象者は、2020年３月31日現在、対象者株式14,129株を所有しておりますが、全て自己株

式であるため、議決権はありません。

　（注２）　上記「所有する株券等の数」には、小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数62個を含めておりま

す。ただし、かかる数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割

合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含ま

れておりません。

　（注３）　なお、公開買付者は、本書提出後に特別関係者の所有する対象者の株券等を確認の上、本書の訂正が必要な

場合には、本書に係る訂正届出書を提出する予定です。

 

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 10,291（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 10,291 ― ―

所有株券等の合計数 10,291 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5,662（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5,662 ― ―

所有株券等の合計数 5,662 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注１）　特別関係者である対象者は、2020年３月31日現在、対象者株式14,129株を所有しておりますが、全て自己株

式であるため、議決権はありません。

　（注２）　上記「所有する株券等の数」には、小規模所有者が所有する株券等に係る議決権の数62個を含めておりま

す。ただし、かかる数は、上記「第１　公開買付要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割

合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含ま

れておりません。

　（注３）　なお、公開買付者は、本書提出後に特別関係者の所有する対象者の株券等を確認の上、本書の訂正が必要な

場合には、本書に係る訂正届出書を提出する予定です。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

①【特別関係者】

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 大洋エーアンドエフ株式会社

住所又は所在地 東京都中央区豊海町４番５号

職業又は事業の内容 一般漁業、水産物の生産・加工及び売買、農畜産物の輸出入業

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 神港魚類株式会社

住所又は所在地 兵庫県神戸市兵庫区中之島一丁目１番１号

職業又は事業の内容 水産物の集荷販売並びに販売の受託

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 株式会社マルハニチロ物流

住所又は所在地 東京都中央区豊海町14番17号

職業又は事業の内容 冷蔵倉庫業、普通倉庫業、貸倉庫業、通関業他

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 広洋水産株式会社

住所又は所在地 北海道白糠郡白糠町庶路甲区６番584

職業又は事業の内容 水産物の食品加工、油脂、飼料の製造、製氷、冷蔵倉庫業

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 日本サイロ株式会社

住所又は所在地 千葉県千葉市美浜区新港３番地２

職業又は事業の内容 倉庫業、港湾運送業

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 大東魚類株式会社

住所又は所在地 愛知県名古屋市熱田区川並町２番22号

職業又は事業の内容 水産物卸売業、冷蔵倉庫業

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 大京魚類株式会社

住所又は所在地 京都府京都市下京区朱雀分木町市有地

職業又は事業の内容 水産物卸売業、冷蔵倉庫業、製氷及び凍氷販売業

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 九州魚市株式会社

住所又は所在地 福岡県北九州市小倉北区西港町94番地９

職業又は事業の内容 水産物及びその加工品の購入販売並びに販売の受託

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 九州中央魚市株式会社

住所又は所在地 熊本県熊本市西区八島町726番地２

職業又は事業の内容 水産物及び農畜産物の卸売

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 大都魚類株式会社

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号

職業又は事業の内容 水産物卸売業

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 網野　裕美

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大都魚類株式会社　代表取締役　取締役社長

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 清水　久

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容

大都魚類株式会社　専務取締役

大都サービス株式会社　代表取締役社長

船橋魚市株式会社　代表取締役会長

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 宮澤　栄三

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容

大都魚類株式会社　専務取締役

丸都冷蔵株式会社　取締役

船橋魚市株式会社　監査役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 宮田　昭彦

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大都魚類株式会社　常務取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者の役員
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 大野　哲

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大都魚類株式会社　取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 橋本　等

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容
大都魚類株式会社　取締役

丸都冷蔵株式会社　取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 珍田　馨

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大都魚類株式会社　取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 石原　好博

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 大都魚類株式会社　取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人である対象者の役員
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 関口　実

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容
大都魚類株式会社　取締役

株式会社築地フレッシュ丸都　監査役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 薄田　武男

住所又は所在地 東京都江東区豊洲三丁目２番20号（公開買付者所在地）

職業又は事業の内容 大岡船舶株式会社　専務取締役

連絡先

連絡者　　マルハニチロ株式会社　経営企画部

連絡場所　東京都江東区豊洲三丁目２番20号

電話番号　03-6833-1195

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 河上　陽二

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 船橋魚市株式会社　常務取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 前安井　裕

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 株式会社築地フレッシュ丸都　代表取締役社長

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員
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（2020年３月31日現在）

 

氏名又は名称 鉛山　茂久

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 株式会社築地フレッシュ丸都　専務取締役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 宮崎　宏幸

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容
丸都冷蔵株式会社　監査役

大都サービス株式会社　監査役

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

（2020年３月31日現在）
 

氏名又は名称 木谷　昌宏

住所又は所在地 東京都江東区豊洲六丁目６番２号（対象者所在地）

職業又は事業の内容 豊洲市場氷販株式会社　代表取締役社長

連絡先

連絡者　　大都魚類株式会社　総務部

連絡場所　東京都江東区豊洲六丁目６番２号

電話番号　03-3520-8010

公開買付者との関係 公開買付者が特別資本関係を有する法人の役員

 

②【所有株券等の数】

大洋エーアンドエフ株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1,250（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1,250 ― ―

所有株券等の合計数 1,250 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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神港魚類株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1,000（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1,000 ― ―

所有株券等の合計数 1,000 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

株式会社マルハニチロ物流

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 900（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 900 ― ―

所有株券等の合計数 900 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

広洋水産株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 400（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 400 ― ―

所有株券等の合計数 400 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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日本サイロ株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 400（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 400 ― ―

所有株券等の合計数 400 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

大東魚類株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 300（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 300 ― ―

所有株券等の合計数 300 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

大京魚類株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 100（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 100 ― ―

所有株券等の合計数 100 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―
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九州魚市株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 800（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 800 ― ―

所有株券等の合計数 800 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

九州中央魚市株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 400（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 400 ― ―

所有株券等の合計数 400 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

大都魚類株式会社

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 0（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 0 ― ―

所有株券等の合計数 0 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　特別関係者である対象者は、2020年３月31日現在、対象者株式14,129株を所有しておりますが、全て自己株式

であるため、議決権はありません。
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網野　裕美

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　網野裕美氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

清水　久

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　清水久氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付要

項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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宮澤　栄三

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　宮澤栄三氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

宮田　昭彦

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　宮田昭彦氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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大野　哲

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　大野哲氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付要

項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

橋本　等

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　橋本等氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付要

項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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珍田　馨

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　珍田馨氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付要

項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

石原　好博

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　石原好博氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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関口　実

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　関口実氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付要

項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議決

権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

薄田　武男

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1 ― ―

所有株券等の合計数 1 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　薄田武男氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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河上　陽二

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 50（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 50 ― ―

所有株券等の合計数 50 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

 

前安井　裕

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　前安井裕氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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鉛山　茂久

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　鉛山茂久氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

宮崎　宏幸

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 1（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 1 ― ―

所有株券等の合計数 1 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　宮崎宏幸氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。
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木谷　昌宏

（2020年３月31日現在）
 

 所有する株券等の数
令第７条第１項第２号に該
当する株券等の数

令第７条第１項第３号に該
当する株券等の数

株券 5（個） ―（個） ―（個）

新株予約権証券 ― ― ―

新株予約権付社債券 ― ― ―

株券等信託受益証券（　　　） ― ― ―

株券等預託証券（　　　　　） ― ― ―

合計 5 ― ―

所有株券等の合計数 5 ― ―

（所有潜在株券等の合計数） （―） ― ―

　（注）　木谷昌宏氏は小規模所有者に該当いたしますので、同氏の「所有株券等の合計数」は、上記「第１　公開買付

要項」の「５　買付け等を行った後における株券等所有割合」において、「特別関係者の所有株券等に係る議

決権の数（2020年３月31日現在）（個）(g)」には含まれておりません。

 

２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

　該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

　公開買付者は、みずほ銀行に対して、その所有する対象者株式1,029,168株（所有割合：32.69％）のうち、8,100

株（所有割合：0.26％）を担保に差し入れております。

 

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

　該当事項はありません。
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第４【公開買付者と対象者との取引等】

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者との間の取引

　最近の３事業年度における公開買付者と対象者との間の取引の内容は以下のとおりです。

（単位：百万円）
 

決算年月
2017年３月期

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

2018年３月期
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

2019年３月期
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

対象者への水産物の販売 10,195 10,741 9,464

対象者からの水産物の仕入 1,983 1,679 1,766

 

(2）公開買付者と対象者の役員との間の取引

　該当事項はありません。

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

(1）公開買付者と対象者との間の合意の有無及び内容

①　本公開買付けへの賛同

　対象者プレスリリースによれば、対象者は、2020年３月30日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の

意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対しては、本公開買付けへの応募を推奨する旨を決議したとの

ことです。

　詳細については、対象者プレスリリース及び上記「第１　公開買付要項」の「４　買付け等の期間、買付け等

の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本買付等価格の公正性を

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」の

「⑤　対象者における利害関係を有しない取締役全員（監査等委員を含む。）の承認」をご参照ください。

 

②　本公開買付けの実施を決定するに至った背景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針

　上記「第１　公開買付要項」の「３　買付け等の目的」の「(2）本公開買付けの実施を決定するに至った背

景、目的及び意思決定の過程、並びに本公開買付け後の経営方針」をご参照ください。

 

③　本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性

を担保するための措置

　上記「第１　公開買付要項」の「４　買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数」の「(2）

買付け等の価格」の「算定の経緯」の「（本公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避す

るための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置）」をご参照ください。

 

(2）公開買付者と対象者の役員との間の合意の有無及び内容

　該当事項はありません。
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第５【対象者の状況】

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】
（単位：円）

 

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

株式会社東京証券取引所　市場第二部

月別 2019年９月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年１月 2020年２月 2020年３月

最高株価 970 965 960 988 1,024 1,014 950

最低株価 915 932 930 945 964 930 715

　（注）　2020年３月については、同年３月30日までのものです。

 

３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

年　月　日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数　　株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） ― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数

（単位）
― ― ― ― ― ― ― ― ―

所有株式数の割

合（％）
― ― ― ― ― ― ― ― ―
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（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

年　月　日現在
 

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

年　月　日現在
 

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―

 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第72期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）　2018年６月26日　関東財務局長に提出

　事業年度　第73期（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）　2019年６月25日　関東財務局長に提出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第74期第３四半期（自　2019年10月１日　至　2019年12月31日）　2020年１月31日　関東財務局長

に提出

 

③【臨時報告書】

　該当事項はありません。

 

④【訂正報告書】

　該当事項はありません。

 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

大都魚類株式会社

（東京都江東区豊洲六丁目６番２号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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５【伝達を受けた公開買付け等の実施に関する事実の内容等】

　該当事項はありません。

 

６【その他】

(1）「2020年３月期通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」の公表

　対象者は、2020年１月30日に、「業績予想の修正に関するお知らせ」を公表しております。当該公表の概要は以

下のとおりです。なお、以下の公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開買付者

はその正確性及び真実性について独自に検証しうる立場になく、また実際にかかる検証を行っておりません。詳細

については、当該公表の内容をご参照ください。

2020年３月期通期業績予想数値の修正（2019年４月１日～2020年３月31日）

 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰
属する当期純利
益

１株当たり当期
純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　銭

前回発表予想（Ａ） 115,000 520 540 330 104.82

今回修正予想（Ｂ） 102,500 150 185 50 15.88

増減額（Ｂ－Ａ） △12,500 △370 △355 △280 ―

増減率（％） △10.9 △71.2 △65.7 △84.8 ―

（ご参考）前期実績（2019年

３月期）
109,435 362 427 261 83.06
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